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平成２２年度小金井市各会計歳入歳出決算等の 

審査意見及び財政健全化審査意見について 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項並びに地方公共団体の財

政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定により審査に

付された標記の件について審査した結果、別紙のとおり意見書を提出します。 

 なお、この審査の結果に基づき、又はこの審査の結果を参考として措置を講じたと

きは、その旨を通知願います。 
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――――― 凡     例 ――――― 

１ 文中及び表中の金額は、原則として円単位で表示した。 

２ 比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入し、各表内計数により計算している。 

３ 構成比率（％）は、合計が 100 となるよう調整している。 



３　審査の手続

歳　　　入 歳　　　出 差　　　引

39,199,255,504 38,022,545,238 1,176,710,266

国 民 健 康 保 険 8,844,790,270 8,836,940,203 7,850,067

特 下 水 道 事 業 1,494,181,295 1,480,111,163 14,070,132

別 受 託 水 道 事 業 791,434,531 791,434,531 0

会 老 人 保 健 医 療 8,955,566 8,955,566 0

計 介 護 保 険 5,674,082,239 5,596,033,856 78,048,383

後 期 高 齢 者 医 療 1,967,137,340 1,963,799,106 3,338,234

57,979,836,745 56,699,819,663 1,280,017,082

第２　決算の概要

　・　財産に関する調書

　・　基金運用状況

審査に付された一般会計、各特別会計の決算について関係法規に基づいて調製されているか、

　また、事業内容、予算が効率的に執行されているかを確認し、基金は適正に運用されていたか等

　を主眼とし、関係諸帳簿及び証拠書類と計数との照合、その他必要と認める審査を実施した。

合　　　　　計

　９，６６３円で、差引１２億８，００１万７，０８２円となっている。

　　会計別の歳入歳出決算額及びその差引額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

１　総　　　括

　　平成２２年度の一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算概要は、次のとおりとなっている。

　　各会計の合計は、歳入５７９億７，９８３万６，７４５円に対し、歳出５６６億９，９８１万

区　　　　　　　分

一　　般　　会　　計

第１　審査の概要

１　審査の期間

平成２２年度小金井市各会計歳入歳出決算等の審査意見書

　　平成２３年６月１日から平成２３年８月２２日まで

　・　平成２２年度小金井市下水道事業特別会計歳入歳出決算

　・　平成２２年度小金井市受託水道事業特別会計歳入歳出決算

　・　平成２２年度小金井市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

　・　平成２２年度小金井市老人保健医療特別会計歳入歳出決算

　・　平成２２年度小金井市介護保険特別会計歳入歳出決算

２　審査の対象

　・　平成２２年度小金井市一般会計歳入歳出決算

　・　平成２２年度小金井市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

-  1  - 



決　　算　　額 執行率

※　 42,926,887,000 39,199,255,504 △ 3,727,631,496 91.3

国 民 健 康 保 険 9,116,988,000 8,844,790,270 △ 272,197,730 97.0

歳 特 下 水 道 事 業 1,553,948,000 1,494,181,295 △ 59,766,705 96.2

別 受 託 水 道 事 業 827,461,000 791,434,531 △ 36,026,469 95.6

入 会 老 人 保 健 医 療 22,474,000 8,955,566 △ 13,518,434 39.8

計 介 護 保 険 5,725,104,000 5,674,082,239 △ 51,021,761 99.1

後 期 高 齢 者 2,201,685,000 1,967,137,340 △ 234,547,660 89.3

62,374,547,000 57,979,836,745 △ 4,394,710,255 93.0

42,926,887,000 38,022,545,238 ※　 907,649,262 88.6

国 民 健 康 保 険 9,116,988,000 8,836,940,203 280,047,797 96.9

歳 特 下 水 道 事 業 ※　 1,553,948,000 1,480,111,163 73,836,837 95.2

別 受 託 水 道 事 業 827,461,000 791,434,531 36,026,469 95.6

出 会 老 人 保 健 医 療 22,474,000 8,955,566 13,518,434 39.8

計 介 護 保 険 5,725,104,000 5,596,033,856 129,070,144 97.7

後 期 高 齢 者 2,201,685,000 1,963,799,106 237,885,894 89.2

62,374,547,000 56,699,819,663 ※　 1,678,034,837 90.9

　各会計別の予算に対する決算の状況は、次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　　　　分

一　　般　　会　　計

合　　　計

一　　般　　会　　計

予　　算　　額
予算額と決算額
と　の　比　較

合　　　計

　※　一般会計予算額については、歳入歳出とも前年度からの繰越額２億２８１万４，０００円、下水道事

業特別会計は１，０００万円を加えた額となっている。また、一般会計には、３９億９，６６９万

　　２，５００円の翌年度繰越額があるため、予算額と決算額との比較については、この翌年度繰越額を差

　　し引いた額となっている。

特別会計が黒字となったものの、一般会計、国民健康保険特別会計、老人保健医療特別会計、介護保険

特別会計及び後期高齢者医療特別会計で赤字となっている。

　この各会計別決算の状況は、次のとおりである。

財政収支の状況

　本年度の実質収支は、前年度と比べて、一般会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び後

期高齢者医療特別会計で黒字額が減少しているが、下水道事業特別会計は黒字額が増加している。なお、

老人保健医療特別会計は平成２２年度をもって廃止され、実質収支額は０円であった。

　単年度収支では、前年度は一般会計、国民健康保険特別会計、下水道事業特別会計、老人保健医療特

別会計及び後期高齢者医療特別会計で黒字、介護保険特別会計は赤字であったが、本年度は下水道事業
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継続費逓次繰越額

繰越明許費繰越額

事故繰越し繰越額

　 　　計　　   Ｄ

（単位：千円）

22

1,006,830

103,306

7,850

区　　　　分

　歳　入　総　額　　　Ａ

実質収支額（Ｃ-Ｄ）　 Ｅ

前年度実質収支額　　　Ｆ

単年度収支額（Ｅ-Ｆ） Ｇ

14,070

0

0

特 別 会 計
一般会計

1,494,181

特 別 会 計特 別 会 計

国民健康保険

特 別 会 計

９３７,８０７

１,０３３,６１４

特 別 会 計

受託水道事業

39,199,256

　歳　出　総　額　　　Ｂ

　差　引　額（形式収支）

翌
年
度
へ
繰
り
越

す
べ
き
財
源

（Ａ-Ｂ）　　　　　 　Ｃ

1,006,830

1,545,065

△ 538,235

169,881

下水道事業

57,979,837

56,699,820

合　　　計
後期高齢者医療

169,881

1,110,136

1,967,137

1,963,799

0 0

1,280,017

0

791,435

5,674,082

5,596,034

介 護 保 険

1,480,111

78,048

0

38,022,545

0

169,881

0

0

791,435

169,881

0

8,844,790

8,836,940

0

0

0

0

0

0

0

　
　　　　　　　　年　度
　会　計

△ 216,064

　　　実質収支の推移は、次のとおりである。

決　　　　　　　算　　　　　　　額

7,850

223,914

14,070

7,618

△ 769,480

1,879,616

特　　別　　会　　計

国 民 健 康 保 険

1,211,090

下 水 道 事 業

受 託 水 道 事 業

老 人 保 健 医 療

後期高齢者医療 0 0

合　　　　　計

1,176,711 7,850 14,070

△ 28,104 △ 9,749

1,646,129

1,299,079

介 護 保 険

一　　般　　会　　計

0 3,338

0 0

0 0 0

0

0

0 0 0

0 78,048 3,338

0

0

13,839

0 △ 4,625 △ 10,501

6,507

△ 6,507

１９

140,658 223,914

18 19 20 21

347,050 193,916

1,095,511

１,３００,０００

２,４００,０００

０

192,714 86,712

　　　　　　　　　　０

　　　 　　　　　　３２

日　　　　　　数（日）

　　　 　　　　　　４１

　　一時借入金の推移は、次のとおりである。

０

０　　　　　　　　　　０２２ ０

２０

２１

年　　　　　度

13,839

4,434

0

９８５,９７１

0

78,048

3,338

1,110,136

2,099

6,507

7,674 7,932

0

1,879,616

174,766 109,021 88,640

　　一　　般　　会　　計

243,196

１８

借　入　金　総　額（千円）

２,９００,０００ 　　　 　　　　　１５５

7,365 7,618

利　子　総　額（円）

1,338,707

老人保健医療

特 別 会 計

8,956

8,956

0

0

82,673

334,551

1,545,065

0 82,673

1,017,174

0 0

6,452

（単位：千円）
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金　　　額
対前年度
増 減 率

金　　　額
対前年度
増 減 率

１８ 36,655,574,131 3.9 34,842,574,879 1.6 1,812,999,252

１９ 36,575,347,848 △ 0.2 35,343,216,019 1.4 1,232,131,829

２０ 38,696,610,158 5.8 35,851,863,714 1.4 2,844,746,444

２１ 38,811,995,339 0.3 37,231,624,534 3.8 1,580,370,805

２２ 39,199,255,504 1.0 38,022,545,238 2.1 1,176,710,266

　　　なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

　　　　　　　歳　　出　　３８，０２２，５４５，２３８　円

　　　　　　　差引残額　　　１，１７６，７１０，２６６　円

　　となっている。

　　　最近５年間の決算収支及び決算規模の推移は、次のとおりである。

２　一般会計

（１）　総　括

　　　平成２２年度一般会計の決算額は、

　　　　　　　歳　　入　　３９，１９９，２５５，５０４　円

　　　差引残額のうち、１億６，９８８万１，０００円は翌年度への繰越額であり、本年度実質収支額

　　は、１０億６８３万円の黒字（前年度は１５億４，５０６万５，０００円の黒字）となっている。

（２）　歳　入

予算現額４２９億２，６８８万７，０００円に対する決算額は、３９１億９，９２５万

　　５，５０４円で、３７億２，７６３万１，４９６円の減となっている。

　　　予算現額に対する比率は、９１．３％である。

（単位：円、％）

　　　　区　分

　年　度

歳　　　　　入 歳　　　　　出
差　　　引

　　　予算現額に対する増の主なものは、市税、地方譲与税、配当割交付金、地方交付税及び諸収入で

　　あり、減の主なものは、地方消費税交付金、使用料及び手数料、国庫支出金、都支出金及び市債で

　　ある。
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決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率

1 市 税 19,533,594,738 49.8 19,940,654,682 51.4 △ 407,059,944 △ 2.0

2 地 方 譲 与 税 179,132,127 0.5 189,320,444 0.5 △ 10,188,317 △ 5.4

3 利 子 割 交 付 金 157,248,000 0.4 159,617,000 0.4 △ 2,369,000 △ 1.5

4 配 当 割 交 付 金 59,139,000 0.2 48,326,000 0.1 10,813,000 22.4

5 株式等譲渡所得割交付金 18,072,000 0.1 20,483,000 0.1 △ 2,411,000 △ 11.8

6 地方消費税交付金 1,065,812,000 2.7 1,067,646,000 2.8 △ 1,834,000 △ 0.2

7 自動車取得税交付金 106,059,000 0.3 96,832,000 0.2 9,227,000 9.5

8 地 方 特 例 交 付 金 165,061,000 0.4 207,986,000 0.5 △ 42,925,000 △ 20.6

9 地 方 交 付 税 91,824,000 0.2 59,619,000 0.2 32,205,000 54.0

10 交通安全対策特別交付金 13,590,000 0.0 14,187,000 0.0 △ 597,000 △ 4.2

11 分担金及び負担金 327,902,108 0.8 262,386,035 0.7 65,516,073 25.0

12 使用料及び手数料 949,401,037 2.4 974,712,546 2.5 △ 25,311,509 △ 2.6

13 国 庫 支 出 金 4,436,481,735 11.3 3,573,914,192 9.2 862,567,543 24.1

14 都 支 出 金 5,284,942,067 13.5 4,703,686,861 12.1 581,255,206 12.4

15 財 産 収 入 115,369,760 0.3 61,056,679 0.2 54,313,081 89.0

16 寄 附 金 104,743,594 0.3 140,599,219 0.4 △ 35,855,625 △ 25.5

17 繰 入 金 2,155,481,960 5.5 1,100,808,845 2.8 1,054,673,115 95.8

18 繰 越 金 1,580,370,805 4.0 2,844,746,444 7.3 △ 1,264,375,639 △ 44.4

19 諸 収 入 284,230,573 0.7 373,613,392 1.0 △ 89,382,819 △ 23.9

20 市 債 2,570,800,000 6.6 2,971,800,000 7.6 △ 401,000,000 △ 13.5

歳 入 合 計 39,199,255,504 100.0 38,811,995,339 100.0 387,260,165 1.0

金　　　　額 比　率 金　　　　額 比　率 金　　　　額 比　率

24,323,095,604 62.9 25,698,577,842 66.2 25,051,094,575 64.0

14,373,514,554 37.1 13,113,417,497 33.8 14,148,160,929 36.0

38,696,610,158 100.0 38,811,995,339 100.0 39,199,255,504 100.0

　歳入決算額のうち、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越

本年度の各款別歳入の状況及び前年度との比較は、次のとおりである。

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 対 前 年 度 比 較

（単位：円、％）

自 主 財 源

依 存 財 源

合 計

　地方公共団体の収入のうち、地方公共団体自身が自ら収入額を見積って賦課し、徴収する等により自ら

確保することができる収入を自主財源（又は自己財源）といい、国あるいは都道府県から定められた額を

交付されたり、割り当てられたりする収入を依存財源という。

（注）自主財源、依存財源

金、諸収入を自主財源（注）とし、その他を依存財源として区分すると、次のとおりとなる。

平成２１年度 平成２２年度　　　　　　　区　分
　項　目

平成２０年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、％）
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対前年度

増　　減 平成22年度平成21年度 平成22年度 平成21年度

市 民 税 10,318,301,036 10,936,002,531 △ 617,701,495 △ 5.6 △ 2.2 97.9 97.8

固 定 資 産 税 6,799,562,736 6,649,127,652 150,435,084 2.3 4.0 98.6 98.6

軽 自 動 車 税 38,588,300 38,685,054 △ 96,754 △ 0.3 2.0 96.1 96.1

市 た ば こ 税 430,982,179 410,068,860 20,913,319 5.1 △ 7.9 100.0 100.0

都 市 計 画 税 1,700,982,340 1,674,729,549 26,252,791 1.6 1.9 98.5 98.6

　小　　　計 19,288,416,591 19,708,613,646 △ 420,197,055 △ 2.1 0.1 98.2 98.1

滞 市 民 税 154,158,337 148,119,425 6,038,912 4.1 16.5 24.2 26.0

納 固 定 資 産 税 71,150,668 64,727,243 6,423,425 9.9 6.1 33.5 34.4

繰 軽 自 動 車 税 1,353,351 1,756,956 △ 403,605 △ 23.0 30.7 35.2 39.7

越 都 市 計 画 税 18,515,791 17,437,412 1,078,379 6.2 0.1 33.0 34.1

分 　小　　　計 245,178,147 232,041,036 13,137,111 5.7 12.1 26.9 28.6

合　　　　計 19,533,594,738 19,940,654,682 △ 407,059,944 △ 2.0 0.2 95.1 95.4

（２．１％）の減となり、調定額に対する収入率は９８．２％で前年度と比べて０．１ポイントの増となって

ばこ税は、４億３，０９８万２，１７９円で、２，０９１万３，３１９円（５，１％）の増、都市計画税は、

４，１５２万９，５６３円と大半を占めている。固定資産税の収入未済額は、２億３，０７５万２，１３０円

現

年

課

税

分

度に比べて３，９９５万３，４９３円増加している。

　税目別にみた収入未済額の主なものは、市民税６億５，８３４万１，５５９円で、このうち、個人分が６億

　収入未済額は、次表の「最近５年間の市税収入状況」に示すとおり、９億５，３２０万３，５０１円で前年

減、固定資産税は、６７億９，９５６万２，７３６円で１億５，０４３万５，０８４円(２．３％)の増、市た

滞納繰越分は、２億４，５１７万８，１４７円で、前年度に比べて１，３１３万７，１１１円（５．７％）

の増、調定額に対する収入率は、２６．９％で前年度に比べて１．７ポイントの減となっている。

現年課税分は、１９２億８，８４１万６，５９１円で前年度に比べて４億２，０１９万７，０５５円

（単位：円、％）

　　　　区　分
　
　税　目

平成２２年度 平成２１年度
対前年度増減率 収　　入　　率

である。

１７億９８万２，３４０円で２，６２５万２，７９１円（１．６％）の増となっている。

　　　次に、款別決算状況をみると、次のとおりである。

第１款　　市　　税

　市税収入は、１９５億３，３５９万４，７３８円で前年度に比べて４億７０５万９，９４４円（２．０％）

　歳入総額３９１億９，９２５万５，５０４円に対する割合は、４９．８％である。税目別市税収入の対前年

の減となっている。

いる。

　市民税は、１０３億１，８３０万１，０３６円で、前年度に比べて６億１，７７０万１，４９５円（５．６％）の

度比較をみると、次のとおりである。
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う

ち

う

ち

う

ち

９５．９

３０．６

９５．４ ９５．１

（単位：円、％）

（単位：円）

（単位：％）

３２．４ ３５．５

現 　年 　課 　税 　分

（単位：件、円）

817,192,987

953,203,501

収 入 未 済 額

９６．２

３４．４ ３３．５

２６．０ ２４．２２６．５

35

266

1,637,000

0

0

0

0

0

0

146

69

９６．２

９８．７ ９８．６ ９８．６

２９．３ ２８．６ ２６．９

決　　　　　定　　　　　分

許可件数

固　定　資　産　税

滞 　納 　繰　　越 　分

９９．０ ９８．９

３１．３３６．０

９８．０

固　定　資　産　税 97,986,999

９８．２

市　　　民　　　税

９８．８ ９８．４

９７．８ ９７．８ ９７．９９８．６

20,892,351,721 19,940,654,682 38,987,484

９８．１

214,821,906

4,598,500

９８．２

　　　　　　　　年　度
　区　分

１８

５３．４

19 20,856,347,246

22 20,546,566,844 19,533,594,738

９５．９

913,250,008 ９５．４

19,565,518,924 100,373,256 668,282,907

69,674,797 715,543,819

１９

９６．２

９５．１

不許可件数 税　額取消件数
未 決 定 件 数 等

個　　　　　人

法　　　　　人

426,707,657 641,529,563

12,213,496

２１ ２２

132,765,131 230,752,130

２０

438,921,153

滞 納 繰 越 分 合　　　　　　　計

16,811,996

４９．８60,725,879

９６．２ ５４．９

43,796,406

市　　　民　　　税 ３２．６

20,071,412,874

19,905,495,396

21

固　定　資　産　税 ４１．０

658,341,559

20 20,765,956,210

　　区分
年度

調　　定　　額 収　入　済　額

　　　　　　区　分
　税　目

現 年 課 税 分

18 20,333,725,823

軽 自 動 車 税

法 人 市 民 税

合　　　　　　計

合　　　　　　計

市 民 税 ・ 都 民 税

固定資産税・都市計画税

　　　　　　　　区　分
　税　目

市 税 減 額 免 除 状 況 調 べ

申 請 件 数

16 0 0 1,025,000

146 0 0 86,486,090

16

0 0 89,567,490

69 0 0 419,400

266

35 0

最 近 ５ 年 間 の 市 税 収 入 状 況

収 入 未 済 額 の 主 な 税 目

最 近 ５ 年 間 の 収 入 率

５１．４

収　　入　　率
歳入総額に
占める割合

５１．４

市　　　民　　　税 219,420,406

不 納 欠 損 額
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（ ） （ ） （ ） （ ）

1,171 0 0 7 201 482 5,706,449 404 1,660 49,226,666

普 通 徴 収 934 0 0 7 177 440 4,630,035 336 1,381 40,245,039

特 別 徴 収 215 0 0 0 6 23 103,914 37 238 5,796,427

小　　　計 1,149 0 0 7 183 463 4,733,949 373 1,619 46,041,466

22 0 0 0 18 19 972,500 31 41 3,185,200

121 0 0 0 30 67 1,603,820 40 188 11,259,820

純固定資産税 119 0 0 0 27 61 1,200,614 36 180 8,489,995

償 却 資 産 税 50 0 0 0 3 6 59,400 9 56 366,265

119 0 0 0 27 61 343,806 36 180 2,403,560

75 0 0 0 41 47 115,000 62 122 239,393

1,367 0 0 7 272 596 7,425,269 506 1,970 60,725,879

（単位：人、件、円）

　
        内　　　容
　　　　件数及び金額

　　税　　目

都 市 計 画 税

法 人 市 民 税

固　定

資産税

個人

市 民 税

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

41,244,290

232 53,237,383

財産なし（処分停止） 生活困窮（処分停止）

9 2,059,754

21 124,393

9

188

7,289,381

6 306,865

13 2,212,700

10 9,656,000

201 43,456,990

157 35,551,777

31 5,692,513

人数 件　数 金　　額

財産なし（即時）

地方税法第１５条の７
第 5 項

人数 金　　額件　数

所在不明（処分停止）

３　　年　　経　　過

件　数

地方税法第１５条の７
第 １ 項  　第 ２ 号

人数

不　　　　納　　　　欠　　　　損　　　　内　　　　訳

金　　額件　数

地方税法第１５条の７
第 １ 項  　第 １ 号

人数 金　　額

地方税法第１５条の７
第 １ 項  　第 ３ 号

合　　　　　　計

人数 件　数 金　　額

　　時　　　　効

（地方税法第１８条）

人 数 件　数 金　　額

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 2 63,227

0 0 0 0 2 63,227

0 0

0 0

0 0

0 0

2 63,227

0 0

0 0

軽 自 動 車 税

合　　　　　　　計

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

2 63,227

0 0

0 0
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　金１億２８７万５，０００円が減となったことによる。

本年度決算額は、９，１８２万４，０００円で、前年度に比べて３，２２０万５，０００円の

第４款　配当割交付金

本年度決算額は、５，９１３万９，０００円で、前年度に比べて１，０８１万３，０００円の

本年度決算額は、１，８０７万２，０００円で、前年度に比べて２４１万１，０００円の

　　本年度決算額は、１億６０５万９，０００円で、前年度に比べて９２２万７，０００円の増とな

　の減となっている。この主な要因は、地方特例交付金５，９９５万円が増となったものの特別交付

　減となっている。

第８款　地方特例交付金

　減となっている。

　っている。

第７款　自動車取得税交付金

第２款　地方譲与税

　　本年度決算額は、１億５，７２４万８，０００円で、前年度に比べて２３６万９，０００円の減

第６款　地方消費税交付金

　ものの自動車重量譲与税１，１３６万６，０００円の減、地方道路譲与税２，０９８万３，３１７

の減であり、その主な要因は、地方揮発油譲与税２，２１６万１，０００円が増となった

第３款　利子割交付金

　増となっている。

　となっている。

　　本年度決算額は、１億７，９１３万２，１２７円で、前年度に比べて１，０１８万８，３１７円

第９款　地方交付税

第５款　株式等譲渡所得割交付金

　　本年度決算額は、１０億６，５８１万２，０００円で、前年度に比べて１８３万４，０００円の

　増となっている。その要因は、特別交付税３，２２０万５，０００円の増である。

　　本年度決算額は、１億６，５０６万１，０００円で、前年度に比べて４，２９２万５，０００円

　円の減となったことによる。
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　６，０００円が皆増となったことである。

円の減で、主な要因は、ごみを直接業者へ搬入する事業者が増加したことにより自家搬入ごみ処

　理手数料が２，５５４万７，０００円の減となったことである。

　の増となっている。この主な要因は、二枚橋衛生組合解散に伴う承継事務経費負担金２，１６４万

　　本年度決算額は、３億２，７９０万２，１０８円で、前年度に比べて６，５５１万６，０７３円

　である。

　の減となっている。このうち、使用料については４２８万２，１８７円の減となっている。この主

補助金の本年度決算額は、６億３，２６９万８，３００円で、前年度に比べて３億

　交付金１億５，２０４万２，０００円の減、地域活性化・公共投資臨時交付金１億７，４４４万円

　なっている。

第１０款　交通安全対策特別交付金

本年度決算額は、１，３５９万円で、前年度に比べて５９万７，０００円の減と

　　本年度決算額は、９億４，９４０万１，０３７円で、前年度に比べて２，５３１万１，５０９円

２，６１４万８，２２５円の増、子ども手当負担金１２億９，６８２万４，３３１円の皆増

第１１款　分担金及び負担金

７，０６８円の増となっている。この主な要因は、子ども手当事務取扱交付金１，９９９万

９，８８７万１，９１１円の減となっている。この主な要因は、地域活性化・経済危機対策臨時

委託金の本年度決算額は、６，０８３万４，７２４円で、前年度に比べて１，９４１万

負担金の本年度決算額は、３７億４，２９４万８，７１１円で、前年度に比べて１２億

４，２０２万２，３８６円の増となっている。この主なものは、生活保護費等負担金１億

　の皆減となったことによるものである。

１，０９９万６，１７０円の減となったことである。手数料については２，１０２万９，３２２

第１３款　国庫支出金

　７，５４３円の増となっている。

本年度決算額は、４４億３，６４８万１，７３５円で、前年度に比べて８億６，２５６万

な要因は、庁舎駐車場使用料３８３万１，５００円が増となったものの、自転車駐車場使用料

第１２款　使用料及び手数料

　４，０００円、解体等工事関連費負担金３，３９６万６，０００円の皆増である。
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５，６２５円の減となっている。この主な要因は、一般寄附金２，３３８万８，３９２円の

担金５，４４５万６，６６６円の減、非被用者小学校修了前特例給付負担金２，０６４万円の

本年度決算額は、５２億８，４９４万２，０６７円で、前年度に比べて５億８，１２５万

第１４款　都支出金

　５，２０６円の増となっている。

負担金の本年度決算額は、１１億２，１７１万８，５５８円で、前年度に比べて１億

８，９３４万８，６１４円の増となっている。この主なものは、被用者小学校修了前特例給付負

　４，２７３万６，０００円の増である。

第１７款　繰　入　金

減となったものの子ども手当負担金１億６，８７１万３，９９９円の皆増、生活保護費負担金

６，７９６万４，０００円の減、市町村土木費補助金７，２６４万９，０００円の減となったも

委託金の本年度決算額は、７億８，７５３万４，２２７円で、前年度に比べて９，６４８万

　の増となっている。この主な要因は、土地売払収入６，０４１万４，９５４円の増である。

補助金の本年度決算額は、３３億７，５６８万９，２８２円で、前年度に比べて４億

第１５款　財産収入

　員選挙費委託金３，５８７万５，８６３円が皆減となったことなどによるものである。

８，８３８万７，０１２円の増となっている。この主な要因は、児童館等整備費補助金

　　本年度決算額は、１億１，５３６万９，７６０円で、前年度に比べて５，４３１万３，０８１円

　減、公園協力金７４２万８，６００円の減である。

第１６款　寄　附　金

本年度決算額は、１億４７４万３，５９４円で、前年度に比べて３，５８５万

　のの緊急雇用創出事業臨時特例補助金１億５，０４６万８，０７６円の増、待機児解消区市町村支

　援事業補助金１億２，３５０万２，０００円の増となったことによるものである。

４２０円の減となっている。この主な要因は、国勢調査委託金５，９０２万２，０００円の増と

なったものの主要地方道１５号線整備事業委託金１億７，７４７万１，０００円が減、衆議院議

　の減となったものの財政調整基金繰入金７億５，０００万円の増、鉄道線増立体化整備基金繰入金

本年度決算額は、２１億５，５４８万１，９６０円で、前年度に比べて１０億５，４６７万

３，１１５円の増となっている。この主な要因は、都市再開発整備基金繰入金が５，０００万円

　１億６，５０８万２，３７４円の増となったことによるものである。

- 11 - 



10,000,000 10,000,000

　組合益金は１，０００万円の皆減となっている。

　　前年度からの繰越金は、１５億８，０３７万８０５円で、平成２０年度から平成２１年度への繰

２１

　越金と比べて１２億６，４３７万５，６３９円の減となっている。

5,000,000

40,000,000

　利　　子（円）利　　子（円）

１９

　　　１　普通預金以外の運用利子 ２　普通預金による保管利子

　となっている。この主なものは、平成２１年度生活保護費都負担金追加交付金１，７４８万９５２

　円、コンビニ交付導入推進支援事業助成金１，３００万円がそれぞれ皆増となったものの二枚橋衛

　　収益事業収入では、東京都十一市競輪事業組合益金が２，０００万円の減、東京都六市競艇事業

15,000,000

30,000,000

<内訳>

10,000,000合　　　計

0

歳 計 現 金

区　　　　分

　　　　０円・・・（２）

区　　　分

10,000,000

平成２１年度

　　歳計現金等の運用状況については、次のとおりである。

競　　　輪

0

　　歳計現金等の利子

合計 (1)＋(2)＝４１０，９２４円

0

0

歳 入 金 扱

歳入歳出外現金

（単位：円）

410,924

30,000,000

0

<内訳>

0

20,000,000

410,924

競　　　艇 10,000,000

２０

20,000,000

　　　　年度
　区分

　減となったことによるものである。

合　　　　　計

0

合　　　計

第１８款　繰　越　金

50,000,000

１８

10,000,000

歳　計　現　金

　生組合解散に伴う清算金６，８２７万２，１９９円の皆減、市税等延滞金８０４万４，８８０円の

45,396

平成２２年度

410,924

　　対前年度利子比較　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　区　　　　分

12.42365,528歳 計 現 金 等 利 子 額

（単位：円、％）

増 減 額 増 減 率

　　本年度決算額は、２億８，４２３万５７３円で、前年度に比べて８，９３８万２，８１９円の減

資金前渡預金利子

２２

第１９款　諸　収　入

　　　　４１０，９２４円・・・（１）

歳入歳出外現金
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円 回 ％ 円

15

０

15 410,924

利　率（年）

歳　　計　　現　　金　　運　　用　　状　　況

運　　用　　形　　態 資　　　金　　　額 運用回数

区　　　　　分

前年度末現債高 本年度借入額

（単位：千円）

運 用 利 子

　整備事業債１億９，４２０万円の減、JR中央本線まちづくり側道整備事業債３億１０万円の減となったことによるも

　のである。

第２０款　市　　　　債

大 口 定 期 預 金

合 計

普 通 預 金

8,000,000,000

平成２２年度末市債現在高は、２９１億１，１９２万３，０００円で、前年度に比べて２億１，４７３万

　　平成２２年度の起債状況は、次のとおりである。

本年度末現債高

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

本　　年　　度　　償　　還　　額

元金（Ｃ） 利　　　子 計

216,642 0 53,783 3,543 57,326

（Ａ） （Ｂ）

11,024,044 1,070,800

162,859

526,265 0 76,873 5,599

659,069 0 122,891

763,267 133,314

536,178

82,472 449,392

896,581 11,331,577

18,649 141,540

16,906 92,841109,177 0 16,336 570

348,180 2,886,087

554,628 3,518,957

3,180,409 0 294,322 53,858

2,356,065 395,590

505,067 49,561

0 37,768 6,298

609,956 9,847,524

2,751,655 29,111,923

8,833,282 1,500,000 485,758 124,198

28,897,188 2,570,800合　　　　計

臨 時 財 政 対 策 債

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

一

般

会

計

　　本年度決算額は、２５億７，０８０万円で、前年度に比べて４億１００万円の減となっている。この主な要因は、

　５，０００円増加している。

　臨時財政対策債２億円の増、梶野公園整備事業債８，４１０万円の増となったものの都市計画道路３・４・１２号線

臨時税収補てん債

減 税 補 て ん 債

44,066 286,508

4,024,024 0

324,276

0.047 410,9248,000,000,000

0 0.00 0
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0

　　なお、税外収入減額免除状況は、次のとおりである。

区　　　　　　　　分 件　　　　　　　数 金　　　　　額
減額件数

免除件数

減　額　金　額

免　除　金　額

（単位：件、円）

1,158,210

0
自 転 車 駐 車 場 使 用 料

1,079

0

戸 籍 手 数 料 ５，３５６

放置自転車等撤去手数料

0

3,020,600

住 民 基 本 台 帳 手 数 料

諸 証 明 等 手 数 料

2,434,200

0

１，０７９ 1,158,210

２１２ 318,000

3,020,600

11,676

消火栓標識広告 １２

9,277,350

１１，６７６

８８５

７５７

７９２

２８６

329,960

177,000

保 育 料

清 掃 手 数 料

東 小 金 井 駅 開 設
記 念 会 館 使 用 料

はけの森美術館観覧料

３９３

市 立 公 園 占 用 料 ２０

市 民 会 館 使 用 料

滄 浪 泉 園 緑 地 使 用 料

１，５７２

2,434,200

786,690

257,500４，１５７

364,380

１８６ 269,500

７１
0

73,260
前原暫定集会施設使用料

71

0

885 177,000

539
1,401,960

税 務 関 係 証 明 手 数 料
14,200

14,200

0

212

5,356

0

0

0

0

318,000

218

1,328,700

483 200,190

268 201,180

18 163,200

586,500

207,250

12 50,250

4,145

309

186 269,500

0 0

20

691,200
596 476,800

134 214,400

80,280

1,415

0

8,986,184

393 1,503,320

0 0

道 路 占 用 料

テニスコート場使用料 ７３０

0

9,277,350

0

1,503,320

電柱広告 １，４１５

12
80,280

0

8,986,184
0

329,960

1,572

0

0 0
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

歳出決算額のうち、前年度と比較して増となった主な款及び増額分は、民生費１７億９，４３６万

（２．１％）増加し、予算現額４２９億２，６８８万７，０００円に対する執行率は、８８．６％（前年

　　　度９５．７％）となっている。

歳出総額は、３８０億２，２５４万５，２３８円で、前年度に比べて７億９，０９２万７０４円

（３）　歳　出

　　　育費が９．３％で０．５ポイントの減である。

　　　　一般会計歳出表、一般会計各款別決算表及び一般会計款別年度間増減表は、次のとおりである。

２，６０６円（１４．９％）、衛生費２億９，９５７万５，９０２円（８．３％）、労働費１億３，２９２万

　　　３，３７３円（１４９．２％）である。

一方、減となった主な款及び減額分は、総務費６億１，２５８万８，２６４円（９．０％）、土木費６億

　　　　一方、総務費が１６．２％で前年度より２．０ポイントの減、土木費が１４．２％で２．２ポイントの減、教

一　　般　　会　　計　　歳　　出　　表

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分

　款　別
平成２２年度 平成２１年度

対　　前　　年　　度　　比　　較

増　　減　　額 増　減　率

△ 2.2

△ 9.0

299,575,902

132,923,373

5,098,394

1,794,362,606

△ 7,645,938

△ 612,588,264

△ 11.3

149.2

13.4

14.9

8.3

43,169,265

6,106,981,606 △ 690,827,169

△ 23,911,467

3,612,680,251

商 工 費

土 木 費

0.3

△ 3.6

消 防 費

教 育 費

1,561,137,229

3,530,182,812 3,663,741,936

△ 13.1

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

0

3.52,752,110,504

61,234,941

2,660,136,639

130,555,312

0

2.1

　　　９，０８２万７，１６９円(１１．３％)、教育費１億３，３５５万９，１２４円(３．６％)である。

歳出決算総額に占める各款の割合をみると、民生費が３６．５％で前年度より４．１ポイントの増、衛生費

　　　が１０．３％で０．６ポイントの増、労働費が０．６％で０．４ポイントの増である。

歳　　出　　合　　計

公 債 費

△ 53.1

予 備 費 0.0

諸 支 出 金

6,783,228,179

12,066,729,305

334,181,035

6,170,639,915

13,861,091,911

3,912,256,153

158,390,807

5,416,154,437

221,996,229

△ 133,559,124

91,973,865

△ 69,320,371

0

37,231,624,534

1,556,298,332 4,838,897

38,022,545,238

341,826,973

89,072,856

38,070,871

182,302,274

790,920,704
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

334,181,035 98.8

平成２２年度 平成２１年度

一　　般　　会　　計　　各　　款　　別　　決　　算　　表

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

議 会 費 338,381,000

4,057,030,000

教 育 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

96.4

97.7

10,223,061,000 6,170,639,915 60.4

14,185,066,000

44,334,000 43,169,265 97.4

230,717,000 221,996,229 96.2

5,590,072,000 5,416,154,437 96.9

180,353,000 158,390,807 87.8

3,617,534,000 3,530,182,812 97.6

1,567,290,000 1,561,137,229 99.6

61,874,000 61,234,941 99.0

2,753,260,000 2,752,110,504 100.0

歳　出　合　計 42,926,887,000 38,022,545,238 88.6

77,915,000 0 0.0

36.5

10.3

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

予　算　現　額 決　　算　　額 執　行　率
総額に占める割合

13,861,091,911

3,912,256,153

0.6

0.1

0.9

18.2

32.4

9.7

0.2

0.1

0.9

16.2

7.2

0.2

0.0

100.0

0.4

14.2

4.1

9.3

7.2

0.4

0.0

100.0

0.5

16.4

4.2

9.8
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継続費及び繰越
事 業 費 繰 越 額
予 備 費 充 当 額

（Ｃ）

1 議 会 費 350,742,000 △ 12,361,000 0 338,381,000 △ 3.5 334,181,035 0 4,199,965

2 総 務 費 8,946,663,000 1,238,188,000 38,210,000 10,223,061,000 14.3 6,170,639,915 3,956,241,500 96,179,585

3 民 生 費 13,631,436,000 516,425,000 37,205,000 14,185,066,000 4.1 13,861,091,911 8,687,000 315,287,089

4 衛 生 費 3,991,538,000 63,546,000 1,946,000 4,057,030,000 1.6 3,912,256,153 0 144,773,847

5 労 働 費 185,070,000 45,647,000 0 230,717,000 24.7 221,996,229 0 8,720,771

6 農 林 水 産 業 費 47,436,000 △ 3,102,000 0 44,334,000 △ 6.5 43,169,265 0 1,164,735

7 商 工 費 177,371,000 2,982,000 0 180,353,000 1.7 158,390,807 0 21,962,193

8 土 木 費 6,115,558,000 △ 582,906,000 57,420,000 5,590,072,000 △ 8.6 5,416,154,437 18,038,000 155,879,563

9 消 防 費 1,513,245,000 44,500,000 9,545,000 1,567,290,000 3.6 1,561,137,229 0 6,152,771

10 教 育 費 3,515,755,000 39,957,000 61,822,000 3,617,534,000 2.9 3,530,182,812 13,726,000 73,625,188

11 公 債 費 2,758,651,000 △ 5,391,000 0 2,753,260,000 △ 0.2 2,752,110,504 0 1,149,496

12 諸 支 出 金 72,238,000 △ 10,364,000 0 61,874,000 △ 14.3 61,234,941 0 639,059

13 予 備 費 51,297,000 29,952,000 △ 3,334,000 77,915,000 51.9 0 0 77,915,000

41,357,000,000 1,367,073,000 202,814,000 42,926,887,000 3.8 38,022,545,238 3,996,692,500 907,649,262歳　出　合　計

翌年度繰越額

一　　般　　会　　計　　款　　別　　年　　度　　間　　増　　減　　表

　　　　　　　区　分
　款　別

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

決　算　額 不　用　額当初予算額

（Ａ）

補正予算額

（Ｂ）

（単位：円、％）

計

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

当初予算
に対する
増 減 率
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次に、歳出決算を普通会計に基づいて性質別にみると、支出効果が当該年度又は極めて短

期間限りで終わる消費的経費は、２４９億４，３５９万６，０００円で、前年度に比べて

２億４，８３２万１，０００円（１．０％）増加し、歳出に占める割合は、６５．６％（前年

度６６．３％）である。

このうち人件費は、７５億６，７４４万３，０００円で前年度に比べて９，７９５万

８，０００円（１．３％）の増となったが、歳出総額に占める割合は、１９．９％で前年

度に比べて０．２ポイント減少している。

人件費の主なものは職員給が４４億６，８０６万２，０００円で前年度に比べて２億

４，０５９万１，０００円の減、退職手当が１２億５，８２７万円で前年度に比べて２億

３，６６９万１，０００円の増である。

　生活保護や児童福祉に係わる扶助費は、７４億３，４７６万６，０００円で、前年度に比べ

て１７億９，４３３万３，０００円（３１．８％）増加し、補助費等（注）は、３９億

６，７０３万２，０００円で、前年度に比べて１７億２，３８６万７，０００円（３０．３％）

減少している。

　支出効果が長期にわたって持続する投資的経費は、４８億３，５５７万４，０００円で前年

度に比べて３億８，１４５万４，０００円（７．３％）減少している。投資的経費が減とな

った主な要因は、武蔵小金井駅南口再開発事業関連経費１億８，７８４万円の増、民間保育所

改修費等補助金１億１，０７４万円の増、梶野公園整備工事１億１，２２４万５，０００円、

本町小学校運動場芝生整備工事８，２５９万３，０００円が皆増となったものの都市計画道路

３・４・１２号線整備事業関連経費３億４，９８７万１，０００円の減、主要地方道１５号線

用地取得費及び物件補償費１億８，７２３万８４４円の減、さわらび・まえはら学童保育所建

替工事１億８，９００万円が皆減となったことによるものである。

消費的経費と投資的経費を除いた経費は、８２億４，３３７万５，０００円で、前年度に

比べて９億２，４１０万７，０００円（１２．６％）増加している。増となった主なものは、

積立金が前年度に比べて８億２，５８８万９，０００円（６７．７％）の増、公債費が

９，１９７万４，０００円（３．５％）の増となっている。

　　（注）補助費等

　　　節の区分として、決算統計上次の内容が含まれる。

　　　報償費（報償金及び賞賜金）、役務費（火災保険及び自動車損害保険等の保険料に

　　限る。)、委託料 （ただし、物件費に計上されるものを除く。）、負担金補助及び交

　　付金（ただし、人件費及び事業費に計上されるものを除く。）、補償補填及び賠償金

　　（ただし、事業費に計上されるもの及び繰上充用金を除く。）、償還金利子及び割引

　　料（ただし、公債費に計上されるものを除く。）、寄附金、公課費
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対前年度 対前年度 対前年度 対前年度

増 減 率 増 減 率 増 減 率 増 減 率

8,402,038 24.1 8,436,587 23.9 0.4 7,883,797 22.0 △ 6.6 7,469,485 20.1 △ 5.3 7,567,443 19.9 1.3

4,721,013 13.5 5,014,366 14.2 6.2 5,320,640 14.8 6.1 5,640,433 15.2 6.0 7,434,766 19.6 31.8

5,164,723 14.8 5,487,451 15.5 6.2 5,389,934 15.0 △ 1.8 5,738,804 15.4 6.5 5,788,148 15.2 0.9

121,367 0.3 136,852 0.4 12.8 144,725 0.4 5.8 155,654 0.4 7.6 186,207 0.5 19.6

3,692,962 10.6 4,269,733 12.1 15.6 4,236,831 11.8 △ 0.8 5,690,899 15.3 34.3 3,967,032 10.4 △ 30.3

22,102,103 63.4 23,344,989 66.1 5.6 22,975,927 64.1 △ 1.6 24,695,275 66.3 7.5 24,943,596 65.6 1.0

5,542,078 15.9 4,900,872 13.9 △ 11.6 6,007,951 16.8 22.6 5,217,028 14.0 △ 13.2 4,835,574 12.7 △ 7.3

補　　　　助 1,756,952 5.0 1,912,396 5.4 8.8 2,879,623 8.0 50.6 667,027 1.8 △ 76.8 860,371 2.3 29.0

単　　　　独 2,816,098 8.1 2,212,556 6.3 △ 21.4 2,455,719 6.9 11.0 3,894,638 10.5 58.6 3,443,087 9.0 △ 11.6

そ 　の 　他 969,028 2.8 775,920 2.2 △ 19.9 672,609 1.9 △ 13.3 655,363 1.7 △ 2.6 532,116 1.4 △ 18.8

0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

5,542,078 15.9 4,900,872 13.9 △ 11.6 6,007,951 16.8 22.6 5,217,028 14.0 △ 13.2 4,835,574 12.7 △ 7.3

2,562,307 7.4 2,727,259 7.7 6.4 2,682,058 7.5 △ 1.7 2,660,137 7.1 △ 0.8 2,752,111 7.2 3.5

1,529,467 4.4 1,280,054 3.6 △ 16.3 1,027,519 2.9 △ 19.7 1,219,724 3.3 18.7 2,045,613 5.4 67.7

22,301 0.1 20,603 0.1 △ 7.6 11,471 0.0 △ 44.3 6,371 0.0 △ 44.5 315 0.0 △ 95.1

3,084,235 8.9 3,050,697 8.6 △ 1.1 3,143,335 8.8 3.0 3,433,036 9.2 9.2 3,445,336 9.1 0.4

7,198,310 20.7 7,078,613 20.0 △ 1.7 6,864,383 19.1 △ 3.0 7,319,268 19.7 6.6 8,243,375 21.7 12.6

34,842,491 100.0 35,324,474 100.0 1.4 35,848,261 100.0 1.5 37,231,571 100.0 3.9 38,022,545 100.0 2.1

      場合がある。

　※　性質別歳出は、普通会計（各地方公共団体間の財政比較が可能となるよう設定された共通の基準による統計上の会計）で算出しているので、一般会計の金額とそごが生じる

　※　普通建設事業費における「その他」とは、道路の受託事業費

普 通 建 設 事 業 費

う

ち

繰 出 金

小　　　計

公 債 費

投
資
的
経
費

合　　　　　計

上
記
以
外
の
経
費

投資及び出資金・
貸 付 金

小　　　計

積 立 金

失 業 対 策 事 業 費

小　　　計

災 害 復 旧 事 業 費

ア　性質別歳出

　　　　　　　区　分
　項　目

平成１８年度

決　算　額 決　算　額決　算　額

平成２１年度平成２０年度

構成比

消
費
的
経
費

決　算　額

扶 助 費

物 件 費

維 持 補 修 費

人 件 費

補 助 費 等

構成比決　算　額構成比

平成１９年度

　　　歳出を性質別に区分してみると、次のとおりである。

（資料：決算統計） （単位：千円、％）

平成２２年度

構成比 構成比
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対前年度 対前年度 対前年度

増 減 率 増 減 率 増 減 率

7,883,797 22.0 △ 6.6 7,469,485 20.1 △ 5.3 7,567,443 19.9 1.3

5,320,640 14.8 6.1 5,640,433 15.2 6.0 7,434,766 19.6 31.8

2,682,058 7.5 △ 1.7 2,660,137 7.1 △ 0.8 2,752,111 7.2 3.5

15,886,495 44.3 △ 1.8 15,770,055 42.4 △ 0.7 17,754,320 46.7 12.6

6,007,951 16.8 22.6 5,217,028 14.0 △ 13.2 4,835,574 12.7 △ 7.3

13,953,815 38.9 △ 2.0 16,244,488 43.6 16.4 15,432,651 40.6 △ 5.0

35,848,261 100.0 1.5 37,231,571 100.0 3.9 38,022,545 100.0 2.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

　られ、８０％を超える場合には、その財政構造は弾力性を失いつつあると考

　　　対策債を経常一般財源等から除いた率

　の増となっている。
比　　率

(93.3)

　　・平成１８年度～平成２２年度：（　）内は減税補てん債、臨時財政

(96.5) (100.8)

96.5

　×　１００
経常一般財源の額

平成１８年度

　　経常収支比率は、通常、財政構造の硬直度なり弾力性を示すものとされる

　指標で、この比率が高いほど経常余剰財源が少なく、財政の硬直化が進んで

　いるといえる。一般的には７０％～８０％程度におさまることが妥当と考え

100.0

4,900,872

14,245,390

2,562,307

5,542,078

13,615,055

　５，０００円(１２．６％ ）増加している。

　　歳出総額に占める割合は、４６．７％で、前年度に比べて４．３ポイント上

経常的経費に充当された一般財源の額

　　本年度の経常収支比率は、９６．７％で前年度との比較では、３．３ポイント年　　度

　回っている。

　えられている。　　次に、財政構造の弾力性を示す経常収支比率をみると、次のとおりである。

92.388.1

22

(99.5)

21

(104.1)

18 19 20

45.0

2,727,259

16,178,212

4.640.3

6.4

100.0 35,324,474

7.7

3.1

△ 11.6

45.8

13.9

7.4

15.9

39.1

13.5

0.4

決　算　額

8,436,587

構成比

23.9

6.25,014,366 14.2

平成２２年度平成２０年度 平成２１年度

構成比構成比 決　算　額 構成比 決　算　額

公 債 費

15,685,358

平成１９年度

対前年度

増 減 率

　　　　　区　分
　
　項　目

人 件 費

扶 助 費

構成比

24.1

イ　義務的経費と任意的経費

義
務
的
経
費

決　算　額

　　　歳出を義務的経費と任意的経費（非義務的経費）に区分してみると、次のとおりである。

（単位：千円、％）

小　　　計

決　算　額

8,402,038

4,721,013

　　経常収支比率は、次式によって求められる。

 任 経
 意
 的 費

34,842,491

投 資 的 経 費

その他の経費

合　　　　計 1.4

96.793.4

　　義務的経費は、１７７億５，４３２万円で、前年度に比べて１９億８，４２６万
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　流　用　額 　流　用　額

1 5 1,986,000 5 1,526,000

2 63 15,778,000 62 46,092,000

3 30 4,632,000 26 1,649,000

4 28 4,842,000 29 8,486,000

5 0 0 1 23,000

6 1 7,000 0 0

7 1 14,000 2 35,000

8 10 1,808,000 33 8,791,000

9 5 525,000 2 307,000

10 23 6,664,000 29 6,182,000

11 0 0 0 0

12 0 0 0 0

166 36,256,000 189 73,091,000

平　成　２１　年　度

議 会 費

衛 生 費

労 働 費

　　　　　　　　　区　　分
　款　　別

平　成　２２　年　度

　件　　数 　件　　数

　　　合　　　　　計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

（単位：件、円）

諸 支 出 金

ウ　予算の流用

　　本年度決算における流用は、１６６件３，６２５万６，０００円で、前年度に比べて２３件減

 　少し、金額では３，６８３万５，０００円の減となっている。

　　その内訳は、次のとおりである。

教 育 費

公 債 費

総 務 費

民 生 費
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2 総 務 費 1 総務管理費 1 一 般 管 理 費 7 秘書に要する経費 200,000 名誉市民弔慰金

4 衛 生 費 1 保健衛生費 1 保 健 衛 生 総 務 費 3
小金井市保健センターの維持管理に要
する経費

1,946,000 保健センターエレベーター修繕料

9 消 防 費 1 消 防 費 3 災 害 対 策 費 4
東北地方太平洋沖地震復興支援に要す
る経費

182,000
旅費（東北地方太平洋沖地震被災地へ
の支援物資運搬）

9 消 防 費 1 消 防 費 3 災 害 対 策 費 4
東北地方太平洋沖地震復興支援に要す
る経費

41,000
燃料費（東北地方太平洋沖地震被災地
への支援物資運搬）

9 消 防 費 1 消 防 費 3 災 害 対 策 費 4
東北地方太平洋沖地震復興支援に要す
る経費

100,000
自動車借上料（東北地方太平洋沖地震
被災地への支援物資運搬）

10 教 育 費 1 教育総務費 3 教 育 指 導 費 11 中学校部活動に要する経費 865,000
全国・関東大会等代表者等派遣費補助
金（中学校）

エ　予備費の充当

　　　　本年度決算における予備費の充当は、６件３３３万４，０００円で、前年度に比べて１件、３，１８９万４，０００円の減となっている。

事　　　業

　　　主なものは、次のとおりである。

(単位：円）

予　　　　算　　　　科　　　　目
充　当　額 主　　　な　　　理　　　由

款 項 目
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5 職員研修に要する経費 2,159,898 84.5
当初の受講予定人数より、受講者数が減尐したことにより、研修
実施回数が見込みより尐なくなったため。

6 法務事務に要する経費 3,189,047 62.4
弁護士謝礼については、当初予算見込みより実件数が尐なかった
ため。

13
安全・安心防犯灯維持管理
に要する経費

1,631,568 85.7
駅周辺地域等安全・安心街路灯照度アップ事業委託料の契約差
金。

14
安全・安心まちづくり対策
に要する経費

1,150,404 75.3
委員報酬の開催回数の減及び安全・安心メール配信委託料の契約
差金。

10 市 民 文 化 費 8
はけの森美術館事業に要す
る経費

2,502,766 74.7
企画展講演会講師謝礼は、予定講師が２人から１人になったため
の減額及び美術品等運搬料の契約差金。

2 賦 課 費 1
市民税・軽自動車税等賦課
に要する経費

7,143,174 79.2
データパンチ委託料及び国税連携システム初期導入委託料に不用
額が生じたため。

1 収納事務に要する経費 2,689,999 84.5 事務補助員賃金及び不動産鑑定等手数料を執行しなかったため。

2 市税等還付金及び還付加算金 4,805,368 87.4
年度途中で不足分を補正したが、見込みどおりとならず不用額が
生じたため。

1 選挙管理委員会費 1 職員人件費その他 5,110,737 88.0
補正予算で見込んだ時間外勤務手当が、予算の範囲内に抑制され
たため。

5 都 知 事 選 挙 費 1 都知事選挙に要する経費 6,016,036 74.5 選挙案内状作成委託料の契約差金。

16
福祉サービス総合支援事業
に要する経費

2,032,395 80.6
委託料のうち、成年後見に係る経費において見込みより件数が下
回ったため。

22
身体障害者更生医療給付に
要する経費

6,595,133 88.5 当初予算で見込んだより新規申請が尐なかったため。

3 1 社 会 福 祉 費 1 社会福祉総務費民 生 費

3

総 務 費

1 一 般 管 理 費

2 徴 税 費

徴 収 費

4 選 挙 費

総 務 管 理 費

款

執行率 主　　　な　　　理　　　由

目

1

2

オ　不　用　額

本年度中に生じた不用額は、９億７６４万９，２６２円で、前年度に比べて５億７，９０６万３，１８８円の減で、歳出予算額に占める割合は

事　　　業

　　２．４％となっている。主なものは、次のとおりである。

（単位：円、％）

予　　　　算　　　　科　　　　目

　　　　　　　（注）不用額１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のもの、　同一事業で各課にわたるものは、各課単位で不用額を計上した。

不　用　額

項
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1 社会福祉総務費 26
住宅手当緊急特別措置事業
に要する経費

18,060,222 71.0
住宅手当の件数は見込みどおりであったが、支給金額が見込みを
下回ったため。

2 福祉タクシーに要する経費 1,858,757 88.9 当初予算で見込んだより申請が尐なかったため。

5
身体障害者（児）補装具給
付に要する経費

2,946,138 84.1 高額給付の申請数が尐なかったため。

3
障 害 者 福 祉
施 設 費

1
小金井市障害者福祉セン
ター運営に要する経費

20,567,954 85.5
国保連合会からの事業費収入に伴う、指定管理委託料の返還が
あったため。

20
高齢者緊急通報システム等
事業に要する経費

2,043,524 70.1
緊急通報事業の消防庁方式の廃止件数が新規件数を上回ったため
及び火災安全システムについて新規利用者がいなかったため。

22
高齢者見守り支援事業に要
する経費

3,213,663 77.2
入浴券及び理容券の廃止が新規利用を上回り、交付枚数が見込み
より尐なかっため。

2 児 童 福 祉 費 4 保 育 園 費 2 保育園維持管理に要する経費 5,566,246 83.5
水道使用量が昨年度に比べ減尐したため及び委託料・工事請負費
の契約差金。

1 生活保護総務費 2 生活保護事務に要する経費 5,308,071 86.8
報酬について嘱託医等欠員期間があったため、また新システム導
入について国庫補助対象経費の変更があったことに伴い、その計
画を変更したため。

3 法 外 援 護 費 1
生活保護法外援護に要する
経費

2,161,545 65.1
被保護者自立促進費・健全育成費が見込みより対象者数、金額が
下回ったため。

16 子宮がん検診に要する経費 6,519,459 81.0 子宮がん検診の受診者が尐なかったため。

17 乳がん検診に要する経費 8,372,719 72.2 乳がん検診の受診者が尐なかったため。

3 予 防 接 種 費 5
インフルエンザ予防接種に要
する経費

8,765,046 73.5
高齢者インフルエンザと新型インフルエンザ接種費は前年の実績
値を基に予算計上したが、接種者数が大幅に下回ったため。

2 清 掃 費 2 塵 芥 処 理 費 4 ごみ減量啓発に要する経費 10,462,245 69.6
生ごみ減量化処理機器購入費補助金の申請件数が見込みより尐な
かったため及び印刷製本費の契約差金。

5 労 働 費 1 労 働 諸 費 1 労 働 諸 費 4
緊急雇用創出事業に要する
経費

6,057,000 60.1 地域資料整理・地域広告整理・製本委託料の契約差金。

7 商 工 費 1 商 工 費 2 商 工 振 興 費 1 商工振興に要する経費 11,697,907 84.2
小金井市商工会補助金の管理職を補充しなかったことによる不用
額及び各種補助金に不用額が生じたため。

4

項 目 事　　業

衛 生 費

1 保 健 衛 生 費

1 保健衛生総務費

3 民 生 費

1 社 会 福 祉 費

2

4 高 齢 者 福 祉 費

3 生 活 保 護 費

（単位：円、％）

執行率 主　　　な　　　理　　　由

障 害 者 福 祉 費

予　　　　算　　　　科　　　　目

款

不　用　額
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款

7 商 工 費 1 商 工 費 2 商 工 振 興 費 2
小口事業資金融資に要する
経費

8,026,569 66.8
小口事業資金融資制度保証料、利子補給金については予算見積り
時の数値に達しなかったため。

2
都道134号線整備に要する
経費

6,162,499 82.8 委託料及び工事請負費の契約差金。

3
主要地方道１５号線整備に
要する経費

17,731,674 88.9
予定していた関係人の抵当権抹消が解消しなかったため契約でき
ず、用地費、物件補償費、測量及び調査等委託料に不用額が生じ
たため。

3
主要地方道１５号線整備に
要する経費

8,455,721 74.5
事業予定地管理に伴う整備・補修工事箇所が尐なかったため及び
工事請負費の契約差金。

4 受 託 事 業 費 1 私道整備に要する経費 4,567,500 45.6 舗装工事依頼の申請件数が見込みより尐なかったため。

3 街 路 事 業 費 1
都市計画道路３・４・１２
号線整備に要する経費

1,664,459 50.5
土地収用関係資料作成委託料が外観調査となったことに伴い、不
用額が生じたため。

5 公 園 緑 地 費 5 緑地等の整備に要する経費 2,340,500 89.0 公共施設接道部緑化工事の契約差金。

1 教 育 総 務 費 3 教 育 指 導 費 13 副読本に要する経費 1,570,933 65.3 印刷製本費「社会科副読本」の契約差金。

1 社会教育総務費 6 市史編さん活動に要する経費 1,233,067 88.1
活動の開始時期が遅くなったこと及び活動回数が予定より尐なく
なったため。

2 公 民 館 費 2
公民館維持管理に要する経
費

3,811,793 88.3 貫井南センターエレベーター等設置工事設計委託料の契約差金。

11 公 債 費 1 公 債 費 2 利 子 2 一時借入金利子等 1,148,168 28.4 繰替運用したことにより、一時借入が生じなかったため。

土 木 費

2
道 路 橋
り ょ う 費

10 教 育 費

4 社 会 教 育 費

3 道路新設改良費

4 都 市 計 画 費

予　　　　算　　　　科　　　　目

8

（単位：円、％）

不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

項 目 事　　業
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国民健康保険システム修正委託料

（次期国保連システム対応分）

550,000

児童福祉費

一般機器類

郵便料

修繕料

印刷製本費

未収入特定財源675,000

675,000

未収入特定財源120,000

120,000
未収入特定財源4,000

4,000

2 総務費 1 ＤＶ対策事業委託料

（仮称）市民交流センター取得費

3 民生費

1 社会福祉費

2

子育て応援マップ作成委託料

本町児童館遊戯室改修工事

くりのみ保育園防球フェンス設置工事

8 土木費

2

4

道 路 橋
り ょ う 費

都道１３４号線用地取得に伴う物件補償費

都市計画費 ヤマボウシ広場遊具撤去新設工事

10 教育費

消耗品費

適応指導講習会講師謝礼

工作機器類

未収入特定財源2,548,000

3,276,000
未収入特定財源3,517,000

4,523,000
未収入特定財源17,061,000

17,061,000

未収入特定財源23,000

23,000

未収入特定財源760,000

977,000
未収入特定財源96,000

96,000

未収入特定財源271,000

271,000

未収入特定財源117,000

117,000

3,951,649,000

未収入特定財源89,000

89,000
未収入特定財源632,000

632,000

未収入特定財源167,000

167,000

キ　繰越明許費

　　地方自治法第２１３条に基づく繰越明許費は３９億９，６６９万２，５００円である。

　　その内容は次のとおりである。

（単位：円）

款 項 事　　　業　　　名

カ　公　債　費

本年度決算額は、２７億５，２１１万５０４円で、前年度に比べて９，１９７万

　３，８６５円（３．５％）の増となっている。歳出総額に占める割合は、７．２％で前年度と同

　ポイントである。

支出内訳は、市債償還元金２３億５，６０６万４，６０８円、市債償還利子３億９，５５９万

　６４円、一時借入金利子等４５万５，８３２円である。

総務管理費

印刷製本費

介護予防体操普及DVD作成委託料その２

1 教育総務費

翌 年 度 繰 越 額

4,042,500
未収入特定財源550,000

未収入特定財源3,789,900,000
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△ 4.3

0.3

―

△ 4.3

2.8

―

東中学校外灯設置工事
未収入特定財源1,923,000

2,472,000

未収入特定財源1,159,000
空林荘改修工事

ヤマザクラ運搬・植樹等委託料

図書標本類

貫井南センターフェンス等修繕

生活日本語教室スタッフ養成講座講師謝礼

320,000

未収入特定財源1,594,000

2,050,000

10 教育費

1,491,000

未収入特定財源2,365,000

2,365,000

未収入特定財源2,801,000

生活日本語教室講師謝礼

（単位：円）

款 項 事　　　業　　　名 翌 年 度 繰 越 額

未収入特定財源320,000

3,602,000
未収入特定財源120,000

120,000

3

３　国民健康保険特別会計

（１）　総　　括

　　　　平成２２年度国民健康保険特別会計の決算額は、　

　　　　　　歳　　入　８，８２０，２７８，７０８　円　　

　　　　　　歳　　出　８，５９６，３６５，０４２　円

　　　　　　差引残額　　　２２３，９１３，６６６　円

　　　　となっている。

　　　　　本年度実質収支は、２億２，３９１万３，６６６円の黒字（前年度は１億４，０６５万

予算現額に
対する比率

　　　　８，１０９円の黒字）となっている。

　　　　　なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

　　　　　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増 減 額 増減率

予 算 現 額 9,116,988,000 9,528,939,000 △ 411,951,000

決 算 額 8,844,790,270 8,820,278,708 24,511,562

92.6 ―

歳

出

予 算 現 額 9,116,988,000 9,528,939,000 △ 411,951,000

決 算 額 8,836,940,203

歳

入

中学校費

4 社会教育費

8,596,365,042 240,575,161

執 行 率 96.9 90.2 ―

97.0
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１ △ 4.6

２ △ 54.8

３ 22.1

４ △ 3.6

５ △ 30.1

６ △ 11.3

７ △ 7.5

８ △ 39.6

９ 41.6

１０ 59.2

１１ △ 49.2

0.3

79.7 35.2

79.7 32.7

73.2 24.2

72.4 23.8

71.2 22.6

（２） 歳　入

　　 本年度予算現額９１億１，６９８万８，０００円に対する決算額は、８８億４，４７９万２７０円で、

　 予算現額に対する比率は、９７．０％である。歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　　区　　分
　款　　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増 減 額 増減率

国 民 健 康 保 険 税 1,999,602,417 2,095,941,661 △ 96,339,244

使 用 料 及 び 手 数 料 2,800 6,200 △ 3,400

国 庫 支 出 金 1,979,097,288 1,621,275,938 357,821,350

療 養 給 付 費 等 交 付 金 415,104,000 430,634,798 △ 15,530,798

前 期 高 齢 者 交 付 金 1,462,515,357 2,093,159,972 △ 630,644,615

都 支 出 金 432,215,527 487,208,448 △ 54,992,921

共 同 事 業 交 付 金 745,698,693 806,045,713 △ 60,347,020

財 産 収 入 220,217 364,461 △ 144,244

繰 入 金 1,567,206,632 1,107,151,917 460,054,715

繰 越 金 223,913,666 140,658,109 83,255,557

諸 収 入 19,213,673 37,831,491 △ 18,617,818

歳 入 合 計 8,844,790,270 8,820,278,708 24,511,562

　　収入の主なものは、次のとおりである。

 ア  国民健康保険税

本年度決算額は、１９億９，９６０万２，４１７円で、前年度に比べて９，６３３万９，２４４円

   （４．６％）減少し、歳入総額に占める割合は、２２．６％（前年度２３．８％）である。

調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率
歳入総額に
占める割合

１８ 3,654,292,870 2,913,875,486 54,022,490 688,125,694

１９ 3,683,660,423 2,936,603,303 57,041,371 691,729,197

２０ 2,891,516,397 2,118,944,941 78,499,085 696,341,871

２１ 2,891,912,771 2,095,941,661 64,719,406 732,813,104

２２ 2,803,991,104 1,999,602,417 66,147,004 740,175,183

　　　最近５年間の国民健康保険税収入状況は、次のとおりである。

（単位：円、％）

　 区分

年度

※ 収入率は、収入済額から還付未済額を差し引いた純収入額をもって算出している。
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件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額 対予算
対調
定

対件
数 件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額

現年度分 1,934,122,000 136,046 2,059,839,100 116,658 1,852,292,830 184 1,813,900 116,474 1,850,478,930 95.68 #### #### 238 1,214,200 19,334 208,145,970 250 1,354,600

過年度分 14,399,000 1,657 30,290,300 1,374 18,810,600 0 2,900 1,374 18,807,700 130.62 #### #### 9 262,100 274 11,220,500 9 262,100

小　計 1,948,521,000 137,703 2,090,129,400 118,032 1,871,103,430 184 1,816,800 117,848 1,869,286,630 95.93 #### #### 247 1,476,300 19,608 219,366,470 259 1,616,700

135,410,000 61,176 713,861,704 9,711 128,498,987 1 116,700 9,710 128,382,287 94.81 #### #### 7,098 64,670,704 44,368 520,808,713 3,592 36,896,426

2,083,931,000 198,879 2,803,991,104 127,743 1,999,602,417 185 1,933,500 127,558 1,997,668,917 95.86 #### #### 7,345 66,147,004 63,976 740,175,183 3,851 38,513,126

　税　目 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　額

8 273,200 140 2,038,800 95 1,069,100 3,111 29,620,606

　　　国民健康保険税を現年課税分と滞納繰越分に区分してその収入率をみると、次のとおりである。

（単位：％）

　　　　　　　年　　度
　項　　目

１８ １９ ２０ ２１ ２２

現 年 課 税 分 ９２．８ ９２．６ ８９．８ ８９．２ ８９．４

滞 納 繰 越 分 ２１．８ ２２．１ １８．３ １８．１ １８．０

合　　　　　　計 ７９．７ ７９．７ ７３．２ ７２．４ ７１．２

国  民  健  康  保  険  税  調  定  額  及  び  収  入  実  績  表

（単位：件、円）

合　　　　　　　　　　　　計

所在不明（第１項第３号）
（地方税法第１５条の７第５項） （地方税法第１８条）

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

（単位：件、円）

予　算　現　額
調　　定　　額 収　　入　　額

及び金額 財産なし（第１項第１号）

　　　区分

 項目

種　別 執　行　停　止　（地方税法第１５条の７第４項） 即時消滅（単身死亡等） 時　　　　　　　　　　効
　  件数

生活困窮（第１項第２号）

33,145,298 7,348 66,147,004

還　付　未　済　額 純　　収　　入　　額 収　入　率（％） 不　納　欠　損　額 収　入　未　済　額

国  民  健  康  保  険  税  不  納  欠  損  理  由  別  調  書

国 民 健 康 保 険 税

執　行　停　止　額

現

年

課

税

分

滞納繰越分

合　　計

3,994
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調定額は、２８億３９９万１，１０４円で、前年度に比べて８，７９２万１，６６７円

の減となっている。収入額は、１９億９，９６０万２，４１７円で前年度に比べて９，６３３万

９，２４４円（４．６％）減少している。収入率は、７１．２％である。また、収入未済額は、

７ 億 ４ ， ０ １ ７ 万 ５ ， １ ８ ３ 円 （ ６ ３ ， ９ ７ ６ 件 ） で 前 年 度 に 比 べ て

７３６万２，０７９円（９９９件）増加している。このうち、執行停止のものは、

　３，８５１万３，１２６円（３，８５１件）である。

不納欠損額は、６，６１４万７，００４円（７，３４５件）で、前年度に比べて１４２万

　７，５９８円（１４２件）増加している。

イ　国庫支出金

本年度決算額は、１９億７，９０９万７，２８８円で、前年度に比べて３億５，７８２万

　１，３５０円（２２．１％）の増である。

ウ　療養給付費等交付金

本年度決算額は、４億１，５１０万４，０００円で、前年度に比べて１，５５３万

　７９８円（３．６％）の減である。

　

エ　前期高齢者交付金

本年度決算額は、１４億６，２５１万５，３５７円である。前期高齢者の加入割合が高い保険

者に負担調整を目的として交付されているもので、前年度に比べ６億３，０６４万４，６１５円

　（３０．１％）の減である。

オ　都支出金

本年度決算額は、４億３，２２１万５，５２７円で、前年度に比べて５，４９９万

　２，９２１円（１１．３％）の減である。

カ　共同事業交付金

本年度決算額は、７億４，５６９万８，６９３円で、前年度に比べて６，０３４万

  ７，０２０円（７．５％）の減である。

キ　繰　入　金

本年度決算額は、１５億６，７２０万６，６３２円で、前年度に比べて４億６，００５万

　４，７１５円（４１．６％）の増である。

ク　繰　越　金

本年度決算額は２億２，３９１万３，６６６円で、前年度に比べて８，３２５万５，５５７円

　（５９．２％）の増である。

ケ　諸　収　入

本年度決算額は、１，９２１万３，６７３円で、前年度に比べて1，８６１万７，８１８円

　（４９．２％）の減である。
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

構成比 構成比 増減率

１ 89.7 90.2 4.9

２ 9.1 8.6 10.7

３ 0.0 0.0 △ 73.3

４ 1.0 0.9 13.8

５ 0.1 0.2 △ 21.8

６ 0.1 0.1 10.3

100.0 100.0 5.5

（３）　歳　出

本 年 度 予 算 現 額 ９ １ 億 １ ， ６ ９ ８ 万 ８ ， ０ ０ ０ 円 に 対 す る 決 算 額 は 、 ８ ８ 億

　　３，６９４万２０３円で、執行率は、９６．９％（前年度９０．２％）である。

　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　
　　　　　　　　区　　分
　款　別

平成２２年度 平成２１年度 増　減　額 増　減　率

総 務 費 147,545,044 157,238,865 △ 9,693,821 △ 6.2

保 険 給 付 費 5,960,558,826 5,651,301,768 309,257,058 5.5

後期高齢者支援金等 1,126,041,216 1,214,442,941 △ 88,401,725 △ 7.3

前期高齢者納付金等 1,950,976 3,453,139 △ 1,502,163 △ 43.5

老 人 保 健 拠 出 金 23,516,120 92,997 23,423,123 25,187.0

介 護 納 付 金 478,804,219 443,819,457 34,984,762 7.9

共 同 事 業 拠 出 金 772,560,129 882,043,858 △ 109,483,729 △ 12.4

保 健 事 業 費 97,758,604 92,839,441 4,919,163 5.3

基 金 積 立 金 125,220,217 141,022,570 △ 15,802,353 △ 11.2

公 債 費 0 0 0 0.0

諸 支 出 金 102,984,852 10,110,006 92,874,846 918.6

予 備 費 0 0 0 0.0

歳　　出　　合　　計 8,836,940,203 8,596,365,042 240,575,161 2.8

　

　ア　総　務　費

本年度決算額は、１億４，７５４万５，０４４円で、前年度に比べて９６９万

　　３，８２１円（６．２％）の減となっている。

　イ　保険給付費

本年度決算額は、５９億６，０５５万８，８２６円で、前年度に比べて３億９２５万

７，０５８円（５．５％）の増となっている。保険給付費事項別年度比較は、次のとおりで

　　ある。

（単位：円、％）

　　　　　区　分
　項　別

平成２２年度 平成２１年度 差　引　増　減

決　算　額 決　算　額 増　減　額

療 養 諸 費 5,347,714,815 5,097,370,577 250,344,238

高 額 療 養 費 540,646,571 488,172,683 52,473,888

6,127,223 628,177

移 送 費 16,830 63,050 △ 46,220

出 産 育 児 諸 費 60,225,210 52,918,235 7,306,975

合　　　　　計 5,960,558,826 5,651,301,768 309,257,058

葬 祭 費 5,200,000 6,650,000 △ 1,450,000

結核・精神医療
給 付 費

6,755,400
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款 項 目

86.4

　ウ　後期高齢者支援金等

本年度決算額は、１１億２，６０４万１，２１６円で,前年度に比べて８，８４０万１，７２５円

　  （７．３％）の減である。

　エ　介護納付金

本年度決算額は、４億７，８８０万４，２１９円で、前年度に比べて３，４９８万４，７６２円

　　（７．９％）の増となっている。

本年度の予算流用は、６件２，８９１万１，０００円で、前年度に比べて１件２，６６８万

６，０００円の増となっている。また、予備費の充当は２件３８３万４，０００円であった。

また、不用額２億８，００４万７，７９７円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満の

　　ものは、次のとおりである。

（単位：円、％）

予　　算　　科　　目
不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

事　　　　　業

1　総務費

１　総務管理費

１　一般管理費

2　国民健康保険事業運営に要
 　する経費

2,190,175
レセプト点検委託料の契約単価
が見込みより低かったため。

　オ　共同事業拠出金

本年度決算額は、７億７，２５６万１２９円で、前年度に比べて１億９４８万３，７２９円

　　（１２．４％）の減となっている。
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款 項 目

　　 85.6

　　 67.5

　

　

3.0

74.3

　

80.6

84.0

80.2

2　保険給付費

1　療養諸費

3　一般被保険者療養費

１　療養費に要する経費 15,641,463

一般被保険者の介護合算療養費
該当が見込みより少なかったた
め。

5　葬祭費

一般被保険者の療養費が見込み
より少なかったため。

4　退職被保険者等療養費

１　療養費に要する経費 2,544,816
退職被保険者の療養費が見込み
より少なかったため。

2　高額療養費

3　一般被保険者高額介護合算療養費

1　一般被保険者高額介護
　合算療養費に要する経費

10,401,652

1　結核・精神医療給付金に
　 要する経費

1,578,271
一般被保険者の結核・精神医療
給付金の支出が見込みより少な
かったため。

（単位：円、％）

1　葬祭費

1　葬祭費に要する経費 1,800,000
葬祭費の申請件数が見込みより
少なかったため。

6　結核・精神医療給付費

23,870,783

予　　算　　科　　目
不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

事　　　　　業

9　基金積立金

1　一般保険者結核・精神医療給付費

1　償還金及び還付金

1　一般被保険者保険税還付金

1　基金積立金

1　基金積立金

１　国民健康保険事業運営基
金
　　積立金

１　保険税等の還付に
　  要する経費

1,879,500
一般被保険者の保険税還付金が
見込みより少なかったため。

歳入の不足により積立ができな
かったため。

11　諸支出金
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４　下水道事業特別会計

（１）　総　　括

　　　平成２２年度下水道事業特別会計の決算額は、

歳　　入　　１，４９４，１８１，２９５　円

歳　　出　　１，４８０，１１１，１６３　円

差引残額　　　　　１４，０７０，１３２　円

　　となっている。

　　　本年度実質収支は、１，４０７万１３２円の黒字（前年度は７６１万８，１７０円の黒字）となっ

　　ている。

　　  本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

歳

入

予 算 現 額 1,553,948,000 1,789,679,000 △ 235,731,000 △ 13.2

決 算 額 1,494,181,295 1,697,263,839 △ 203,082,544 △ 12.0

予算現額に
対する比率

96.2 94.8 ― ―

歳

出

予 算 現 額 1,553,948,000 1,789,679,000 △ 235,731,000 △ 13.2

決 算 額 1,480,111,163 1,679,645,669 △ 199,534,506 △ 11.9

執 行 率 95.2 93.9 ― ―

（２）　歳　　入

本年度予算現額１５億５，３９４万８，０００円に対する決算額は、１４億９，４１８万

　　１，２９５円で、予算現額に対する比率は、９６．２％である。

　　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 0 0 0 0.0

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 1,030,609,221 1,022,909,709 7,699,512 0.8

３ 国 庫 支 出 金 6,451,000 14,663,000 △ 8,212,000 △ 56.0

４ 都 支 出 金 1,326,000 2,227,000 △ 901,000 △ 40.5

５ 寄 附 金 0 0 0 0.0

６ 繰 入 金 437,531,000 555,442,000 △ 117,911,000 △ 21.2

７ 繰 越 金 17,618,170 7,364,531 10,253,639 139.2

８ 諸 収 入 645,904 57,599 588,305 1021.4

９ 市 債 0 94,600,000 △ 94,600,000 △ 100.0

歳　 入 　合　 計 1,494,181,295 1,697,263,839 △ 203,082,544 △ 12.0
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　 ア　分担金及び負担金

　　　 本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。

　イ　使用料及び手数料

本年度決算額は、１０億３，０６０万９，２２１円で、前年度に比べて７６９万９，５１２円

　　（０．８％）の増である。

このうち下水道使用料は、１０億２，９９０万６，２２１円で前年度に比べて７３２万

５１２円（０．７％）の増、総務手数料は、７０万３，０００円で、前年度に比べて

　   ３７万９，０００円の増である。

　　　不納欠損は、９１１件　１０４万６，３１４円である。

　ウ　国庫支出金

　　　本年度決算額は、６４５万１，０００円で、前年度に比べて８２１万２，０００円の減である。

　エ　都支出金

　　　本年度決算額は、１３２万６，０００円で、前年度に比べて９０万１，０００円の減である。

　オ　繰　入　金

一般会計からの繰入金は、４億３，７５３万１，０００円で、前年度に比べて１億１，７９１万

　　１，０００円（２１．２％）の減となっている。

　　　繰入金等の推移は、次のとおりである。

（単位：円、％）

　  区分
年度

繰 入 金 下 水 道 使 用 料 下 水 道 普 及 率

金　　　額 指　　　数 金　　　額 指　　　数 面　　　積 水　洗　化

１８ 716,982,000 １００ 1,051,170,340 １００ １００

１９ 663,633,000 ９３ 1,059,128,426 １０１ １００

612,714,000 ８５ 1,036,983,946 ９９ １００

９９．９

９９．９

１００

９９．９

２１ 555,442,000 ７７ 1,022,585,709 ９７ １００ ９９．９

２０

９９．９

　カ　繰　越　金

本年度決算額は、１，７６１万８，１７０円で、前年度に比べて１，０２５万３，６３９円

　　（１３９．２％）の増である。

　キ　諸　収　入

２２ 437,531,000 ６１ 1,029,906,221 ９８

　　

本 年 度 決 算 額 は 、 ６ ４ 万 ５ ， ９ ０ ４ 円 で 、 前 年 度 に 比 べ て ５ ８ 万 ８ ， ３ ０ ５ 円

　　（１，０２１．４％）の増である。

　ク　市　債

　　　本年度決算額は、０円で、前年度に比べて９，４６０万円の皆減となっている。

（注）繰入金と下水道使用料は１８年度を指数１００とした。
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（単位：円、％）

款 項 目

１ 下水道費

２ 下水道建設費

１ 下水道建設費

　　本年度の市債借入及び償還状況は、次のとおりである。

（単位：円）

前 年 度 末 本　年　度 本　　年　　度　　償　　還　　額 本 年 度 末

現 債 高 借　入　額 元　　金 利　　子 計 現 債 高

2,339,923,002 0 180,827,695 68,836,558 249,664,253 2,159,095,307

（３）　歳　　出

　　 本年度予算現額１５億５，３９４万８，０００円に対する決算額は、１４億８，０１１万１，１６３円

　 で、執行率は、９５．２％（前年度９３．９％）である。

　 歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　減　額 増　減　率

１ 下 水 道 費 1,230,446,910 1,289,895,593 △ 59,448,683 △ 4.6

２ 公 債 費 249,664,253 389,750,076 △ 140,085,823 △ 35.9

３ 予 備 費 0 0 0 0.0

歳　出　合　計 1,480,111,163 1,679,645,669 △ 199,534,506 △ 11.9

執行率 主　な　理　由
事　　　　　業

なお、公債費の本年度支出額は２億４，９６６万４，２５３円で、内訳は市債償還元金１億

　　８，０８２万７，６９５円、市債償還利子６，８８３万６，５５８円である。

　　 歳出総額に占める割合は、

　　　　本年度　１６．９％　前年度　２３．２％　前々年度　２５．０％となっている。

　　 また、予備費の充当はない。

1
管きょ建設に要
する経費

36,188,724 74.6 契約差金等のため。

　　 不用額７，３８３万６，８３７円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のものは、

　  次のとおりである。

予　　算　　科　　目
不　用　額
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予 算 現 額 827,461,000 747,626,000 79,835,000 10.7

決 算 額 791,434,531 719,524,281 71,910,250 10.0

予算現額に
対する比率

95.6 96.2 ― ―

予 算 現 額 827,461,000 747,626,000 79,835,000 10.7

決 算 額 791,434,531 719,524,281 71,910,250 10.0

執 行 率 95.6 96.2 ― ―

1 都 支 出 金 791,434,531 719,524,281 71,910,250 10.0

791,434,531 719,524,281 71,910,250 10.0歳　入　合　計

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２１ 年度 増　減　額 増　減　率

５　受託水道事業特別会計

（１）　総　　括

　　　平成２２年度受託水道事業特別会計の決算額は、

　　　　　　歳　　入　７９１，４３４，５３１　円

　　　　　　歳　　出　７９１，４３４，５３１　円

　　　　　　差引残額　　　　　　　　　　　０　円

　　となっている。

　　　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２１ 年度 増　減　額 増　減　率

歳

入

歳

出

（２）　歳　　入

本年度予算現額８億２，７４６万１，０００円に対する決算額は、７億９，１４３万

　　４，５３１円で、予算現額に対する比率は９５．６％である。

　　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

　ア　都支出金

本年度決算額は、７億９，１４３万４，５３１円で、前年度に比べて７，１９１万２５０

　　円（１０．０％）の増である。
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1 受託水道事業費 791,434,531 719,524,281 71,910,250 10.0

791,434,531 719,524,281 71,910,250 10.0

（３）　歳　　出

本年度予算現額８億２，７４６万１，０００円に対する決算額は、７億９，１４３万

　　４，５３１円で、執行率は、９５．６％（前年度９６．２％）である。

　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２１ 年度 増　減　額 増　減　率

歳　出　合　計

　　主な事業内容は、次のとおりである。

 ア　配　水　費

道 路 関 連 移 設 工 事 ３ 件 （ 口 径 １ ０ ０ ～ ２ ５ ０ ｍ ｍ 、 延 長 ４ ０ ６ ． ４ ｍ ）

　 ５，５３５万７，０５０円、経年管取替工事１件（口径１００～３００ｍｍ、延長１８７．３ｍ）

　 ２，３１８万６，１００円、配水管等維持作業工事１２件２，２８２万２，９４６円。

 イ　給　水　費

給水管漏水修理工事は、漏水修理工事１９８件２，７７３万７，３８０円、道路復旧舗装工

事５件５６２万５，０２７円、給水管管理工事は、給水管単独ステンレス化工事４件

　４０３万３，８３１円。

 その他設備補修工事４件７，９５７万５，３００円。

なお、不用額３，６０２万６，４６９円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満

　のものはない。

 ウ　原水及び浄水施設費

　　 その他施設整備工事２件１億９８万４，５９５円。

 エ　配水施設費

　　 配水管新設工事６件(口径７５～１５０ｍｍ、延長９９６．１ｍ)７，５３０万７，１５４円。
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      平成２２年度老人保健医療特別会計の決算額は、

　　となっている。

　　　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

６　老人保健医療特別会計

（１）　総　　括

　　　　　　歳　　入　　　８，９５５，５６６　円　　

　　　　　　歳　　出　　　８，９５５，５６６　円

　　　　　　差引残額　　　　　　　　　　　０　円

された。本年度実質収支額は、０円（前年度は６５０万６，８５４円の黒字）となっている。

　　　本会計は、平成１９年度の制度廃止後、清算等のため３年間設けてきたが、本年度をもって廃止

（単位：円、％）

　　　　　　　　区　分
　項　目

平成２２年度 平成２１年度 増 減 額 増 減 率

歳

入

予 算 現 額 22,474,000 31,138,000 △ 8,664,000 △ 27.8

決 算 額 8,955,566 13,919,114 △ 4,963,548 △ 35.7

予 算 現 額 に
対 す る 比 率

39.8 44.7 ― ―

歳

出

予 算 現 額 22,474,000 31,138,000 △ 8,664,000 △ 27.8

決 算 額 8,955,566 7,412,260 1,543,306 20.8

　　　本年度予算現額２，２４７万４千円に対する決算額は、８９５万５，５６６円で、予算現額に

　　対する比率は３９．８％である。

　　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

執 行 率 39.8 23.8 ― ―

（２）　歳　　入
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1 支払基金交付金 3,131 117,782 △ 114,651 △ 97.3

2 国 庫 支 出 金 0 0 0 0.0

3 都 支 出 金 0 0 0 0.0

4 繰 入 金 0 2,974 △ 2,974 皆減

5 繰 越 金 6,506,854 4,433,968 2,072,886 46.8

6 諸 収 入 2,445,581 9,364,390 △ 6,918,809 △ 73.9

8,955,566 13,919,114 △ 4,963,548 △ 35.7

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２１ 年度 増　減　額 増　減　率

　　　本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。

　ウ　都支出金

　　　本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。

歳　入　合　計

　ア　支払基金交付金

本年度決算額は、３，１３１円で、前年度に比べて１１万４，６５１円（９７．３％）

　　の減である。交付金は、全て過年度分の審査支払手数料交付金である。

　イ　国庫支出金

　　過年度収入８万４，１２３円である。

　エ　繰　入　金

　　　一般会計からの繰入金は、０円で前年度に比べて２，９７４円の皆減である。

　カ　諸　収　入

本年度決算額は、２４４万５，５８１円で、その内訳は、返納金２３６万１，４５８円、

　オ　繰　越　金

本年度決算額は、６５０万６，８５４円で、前年度に比べて２０７万２，８８６円

　　（４６．８％）の増である。
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（単位：円、％）

款 項 目

0.6

36.5

７　介護保険特別会計

（１）　総　　括

（３）　歳　　出

本年度予算現額２，２４７万４，０００円に対する決算額は、８９５万５，５６６円で、

　　執行率は、３９．８％（前年度２３．８％）である。

　　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　区　分
　款　別

平成２２年度 平成２１年度 増　　減　　額 増　　減　　率

１ 医 療 諸 費 48,517 2,872,536 △ 2,824,019 △ 98.3

３ 諸 支 出 金 8,907,049 4,539,724 4,367,325 96.2

２ 予 備 費 0 0 0 0.0

歳　出　合　計 8,955,566 7,412,260 1,543,306 20.8

　　 なお、本年度の予算流用及び予備費の充当はない。

医療給付費が見込みより少なかったた
め。

　　　不用額１，３５１万８，４３４円のうち、１００万以上で、かつ、執行率９０％未満のものは次のとお

　　である。

予　　算　　科　　目
不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

事　　　　　業

1　繰出金

１　一般会計繰出金 5,124,414

　　　平成２２年度介護保険特別会計の決算額は、

　　　　歳　　入　　５，６７４，０８２，２３９　円　　

1 　医療諸費

1　医療諸費

1　医療給付費

1　医療給付費 7,803,819

　　　　歳　　出　　５，５９６，０３３，８５６　円

　　　　差引残額　　　　　７８，０４８，３８３　円

　　　となっている。

　　　　本年度実質収支は、７，８０４万８，３８３円の黒字（前年度は８，２６７万２，９８１円の黒字）

　　　となっている。なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

　　　　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

歳

入

予 算 現 額 5,725,104,000 5,534,997,000 190,107,000 3.4

決 算 額 5,674,082,239 5,388,673,930 285,408,309 5.3

予 算 現 額 に
対 す る 比 率 99.1 97.4 ― ―

予 算 現 額 5,725,104,000 5,534,997,000 190,107,000 3.4

決 算 額 5,596,033,856 5,306,000,949 290,032,907

3　諸支出金

2　繰出金

特別会計設置の最終年度であり、前年
度に会計剰余金を繰出すのに不足の生
じない予算額を見込んだため。

5.5

執 行 率 97.7 95.9 ― ―

歳

出
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1 保 険 料 974,816,200 962,884,900 11,931,300 1.2

2 使用料及び手数料 0 0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 1,194,893,050 1,130,924,700 63,968,350 5.7

4 支払基金交付金 1,568,821,728 1,469,191,000 99,630,728 6.8

5 都 支 出 金 825,732,025 781,141,850 44,590,175 5.7

6 財 産 収 入 549,838 1,164,152 △ 614,314 △ 52.8

7 寄 附 金 0 0 0 0.0

8 繰 入 金 1,026,169,688 954,407,315 71,762,373 7.5

9 繰 越 金 82,672,981 88,639,735 △ 5,966,754 △ 6.7

10 諸 収 入 426,729 320,278 106,451 33.2

5,674,082,239 5,388,673,930 285,408,309 5.3

（２）　歳　　入

本年度予算現額５７億２，５１０万４，０００円に対する決算額は、５６億７，４０８万

　　２，２３９円で、予算現額に対する比率は、９９．１％である。

　　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　款　別

平成２２年度 平成２１年度 増　減　額 増　減　率

歳　入　合　計

　ア　保　険　料

本年度決算額は、９億７，４８１万６，２００円で、前年度に比べて１，１９３万１，３００円

　　（１．２％）の増である。

　イ　国庫支出金

本年度決算額は、１１億９，４８９万３，０５０円で、前年度に比べて６，３９６万８，３５０円

　　（５．７％）の増である。

　ウ　支払基金交付金

本年度決算額は、１５億６，８８２万１，７２８円で、前年度に比べて９，９６３万７２８円

　　（６．８％）の増である。

　エ　都支出金

本年度決算額は、８億２，５７３万２，０２５円で、前年度に比べて４，４５９万１７５円

　　 （５．７％）の増である。

　オ　財産収入

本 年 度 決 算 額 は 、 ５ ４ 万 ９ ， ８ ３ ８ 円 で 、 前 年 度 に 比 べ て ６ １ 万 ４ ， ３ １ ４ 円

　  （５２．８％）の減である。

　カ　繰　入　金

一般会計からの繰入金は、１０億２，６１６万９，６８８円で、前年度に比べて７，１７６万

　　２，３７３円（７．５％）の増である。
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1 総 務 費 230,218,611 251,270,387 △ 21,051,776 △ 8.4

2 保 険 給 付 費 5,119,716,586 4,820,409,592 299,306,994 6.2

3 財政安定化基金拠出金 0 0 0 0.0

4 地域支援事業費 156,810,512 147,447,883 9,362,629 6.3

5 基 金 積 立 金 915,738 44,337,451 △ 43,421,713 △ 97.9

6 公 債 費 0 0 0 0.0

7 諸 支 出 金 88,372,409 42,535,636 45,836,773 107.8

8 予 備 費 0 0 0 0.0

5,596,033,856 5,306,000,949 290,032,907 5.5

1 介護サービス等諸費 4,562,300,427 4,299,519,598 262,780,829 6.1

2
介護予防サービス等
諸 費 299,770,124 289,398,498 10,371,626 3.6

3 そ の 他 諸 費 8,632,460 8,179,025 453,435 5.5

4 高額介護サービス等費 86,656,520 77,823,792 8,832,728 11.3

5
高額医療合算介護
サ ー ビ ス 等 費 14,324,785 7,649,649 6,675,136 87.3

6
特 定 入 所 者
介護サービス等費 148,032,270 137,839,030 10,193,240 7.4

5,119,716,586 4,820,409,592 299,306,994 6.2

　キ　繰　越　金

本年度決算額は、８，２６７万２，９８１円で、前年度に比べて５９６万６，７５４円

　　（６．７％）の減である。

　ク　諸　収　入

本年度決算額は、４２万６，７２９円で、前年度に比べて１０万６，４５１円（３３．２％）

　　の増である。

（３）　歳　　出

本年度予算現額５７億２，５１０万４，０００円に対する決算額は、５５億９，６０３万

　　３，８５６円で、執行率は、９７．７％（前年度９５．９％）である。

　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　款　別

平成２２年度 平成２１年度 増　減　額 増　減　率

増　減　率

歳　出　合　計

　ア  総　務　費

本年度決算額は、２億３，０２１万８，６１１円で、前年度に比べて２，１０５万１，７７６円

　　（８．４％）の減である。

　イ　保険給付費

本年度決算額は、５１億１，９７１万６，５８６円で、前年度に比べて２億９，９３０万

　合　　　　計

 　 ６，９９４円（６．２％）の増となっている。保険給付費事項別年度比較は、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　款　別

平成２２年度 平成２１年度 増　減　額
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款 項 目

75.4

41.1

0.0

38.6

１　総務費

2　介護保険事業運営に要する経費 1,521,772
経費節減に努めた。電子複写機使用枚数等
が当初見込みより少なかったため。

　　　本年度の予算流用は、１件１７万４，０００円で、前年度に比べて皆増となっている。

　　また、予備費の充当はない。

執行率 主　　　な　　　理　　　由

4　趣旨普及費

1　趣旨普及費

1　総務管理費

1　一般管理費

　ウ　財政安定化基金拠出金

　　　本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。

　エ　地域支援事業費

本 年 度 決 算 額 は 、 １ 億 ５ ， ６ ８ １ 万 ５ １ ２ 円 で 、 前 年 度 に 比 べ て ９ ３ ６ 万 ２ ， ６ ２ ９ 円

　　（６．３％）の増である。

　　

事　　　　業

　オ　基金積立金

本 年 度 決 算 額 は 、 ９ １ 万 ５ ， ７ ３ ８ 円 で 、 前 年 度 に 比 べ て ４ ， ３ ４ ２ 万 １ ， ７ １ ３ 円

　　（９７．９％）の減である。

　カ　諸支出金

本年度決算額は、８，８３７万２，４０９円で、前年度に比べて４，５８３万６，７７３円

　　（１０７．８％）の増である。

要支援認定者の地域密着型介護予防サービ
スの利用がなかったため。

３　地域密着型介護予防サービス給付費

不用額１億２，９０７万１４４円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のものは、

　　次のとおりである。

（単位：円、％）

予　　算　　科　　目
不　用　額

１　第１号被保険者保険料還付金

１　保険料等の還付に要する経費

2　保険給付費

１　地域密着型介護予防サー
    ビス給付費に要する経費

1,999,000

還付請求で保留、未請求のものがあるた
め。

1　趣旨普及に要する経費 1,005,390
介護サービス利用ガイドブック作成委託料
の契約差金。

２　介護予防サービス等諸費

2,819,300

７　諸支出金

１　償還金及び還付金

- 44　 -



（１）　総　　括

　 となっている。

　   本年度実質収支は、３３３万８，２３４円の黒字となっている。

  　 本年度の予算に対する執行状況は、次のとおりである。

８　後期高齢者医療特別会計

　　 平成２２年度後期高齢者医療特別会計の決算額は、

　　　　歳　　入　　１，９６７，１３７，３４０　円　　

　　　　歳　　出　　１，９６３，７９９，１０６　円

　　　　差引残額　　　　　　３，３３８，２３４　円

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

歳

入

予算現額 2,201,685,000 2,002,982,000 198,703,000 9.9

決 算 額 1,967,137,340 1,838,270,374 128,866,966 7.0

予算現額に
対する比率

89.3 91.8 ― ―

歳

出

予算現額 2,201,685,000 2,002,982,000 198,703,000 9.9

決 算 額 1,963,799,106 1,824,431,643 139,367,463 7.6

執 行 率 89.2 91.1 ― ―

（２）　歳　　入

　　　本年度予算現額２２億１６８万５，０００円に対する決算額は、１９億６，７１３万７，３４０円

　　で、予算現額に対する比率は、８９．３％である。

　　歳入の款別決算額は、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

１ 後期高齢者医療
保 険 料

1,087,058,750 1,017,269,650 69,789,100 6.9

２ 使用料及び手数料 0 0 0 0.0

３ 繰 入 金 799,363,221 793,684,379 5,678,842 0.7

４ 繰 越 金 13,838,731 2,099,350 11,739,381 559.2

５ 諸 収 入 66,876,638 25,216,995 41,659,643 165.2

歳　 入 　合　 計 1,967,137,340 1,838,270,374 128,866,966 7.0

- 45   -



 イ　繰入金

 ウ　諸収入

　　　本年度決算額は、９４２万６，７００円で、前年度に比べて６７２万６，７００円の増である。

　　　本年度決算額は、９４２万６，７００円で、前年度に比べて６７２万６，７００円の増である。

　　　本年度決算額は、９４２万６，７００円で、前年度に比べて６７２万６，７００円の増である。

２ 保 険 給 付 費 25,000,000 0

1,871,712,978 1,742,464,707

５ 諸 支 出 金 9,700,000

25,000,000 皆増

　　　歳入の主なものは、次のとおりである。

 ア　後期高齢者医療保険料

本年度決算額は、１０億８，７０５万８，７５０円で、前年度に比べて６，９７８万９，１００ 円

　 （６．９％）の増である。

本年度決算額は、７億９，９３６万３，２２１円で、前年度に比べて５６７万８，８４２円

　（０．７％）の増である。

（３）　歳　　出

      本年度予算現額２２億１６８万５，０００円に対する決算額は、１９億６，３７９万９，１０６円で、

本年度決算額は、６，６８７万６，６３８円で、広域連合からの健康診査費受託事業収入及び葬祭費

受託事業収入が７０．５％を占めている。前年度に比べて４，１６５万９，６４３円（１６５．２％）

　の増である。

　　執行率は、８９．２％である。

　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

１ 総 務 費 6,725,511 4,770,963 1,954,548 41.0

129,248,271 7.4

４ 保 健 事 業 費 50,660,617 72,770,228 △ 22,109,611 △ 30.4

３ 広域連合納付金

4,425,745 5,274,255 119.2

６ 予 備 費 0 0 0 0.0

歳　 出 　合　 計 1,963,799,106 1,824,431,643 139,367,463 7.6
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款 項 目

１　総務費

１　総務管理費

１　一般管理費

52.7

３　広域連合納付金

１　広域連合納付金

１　広域連合分賦金

89.9

４　保健事業費

１　保健事業費

１　健康診査費

79.6

５　諸支出金

２　繰出金

１　繰出金

１　一般会計繰出金 48.0

１　健康審査に要する経費

　　  なお、本年度の予算流用及び予備費の充当はない。

不用額２億３，７８８万５，８９４円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のものは、

　　次のとおりである。

予　　算　　科　　目
不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

事　　　　業

（単位：円、％）

211,288,022
広域連合に納付する市負担金が見込
みより少なかったため。

8,671,000
広域連合からの償還金が充てられる
予定だったが、分賦金との金額調整
で一部のみを繰り出したため。

１　後期高齢者医療事業運営
　　に要する経費

3,696,222
需用費・役務費の支出を見込みより
抑えることができたため。

12,482,383
健康診査受診者が見込みより少な
かったため。

１　広域連合分賦金に要する経費
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構成比 構成比
対前年
度　比

構成比
対前年
度　比

97.5 97.3 100.2 97.4 101.9

2.5 2.7 109.7 2.6 98.6

100.0 100.0 100.5 100.0 101.8

９　財産に関する調書

（１）　公有財産

本年度末における公有財産は、土地３２４，１１８．４４㎡、建物１６６，４５３．４２㎡（木造

３，８１０．４４㎡、非木造１６２，６４２．９８㎡）、物権(地上権)８９７．０９㎡、無体財産権

　９件、有価証券は２件１，１００万円、出資による権利は６件２，３８５万３，０００円となっている。 

　ア　土　地

　　　土地について、その動向をみると、次のとおりである。

（単位：㎡、％）

　　　　　区　分
　項　目

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

面　積 面　積 面　積

行 政 財 産 308,981.14 309,731.07 315,664.13

普 通 財 産 7,814.97 8,570.02 8,454.31

合　　　　　計 316,796.11 318,301.09 324,118.44

行政財産は、３１５，６６４．１３㎡で、前年度に比べて５，９３３．０６㎡増となり、普通財

　　産は、８，４５４．３１㎡で、前年度に比べて１１５．７１㎡減少している。

　　その内訳は、次のとおりである。 

（単位：㎡）

区　　　　　　分 増 減 説　　　　　明

行

政

財

産

第 二 分 団 詰 所 113.83 誤謬訂正

塵 芥 集 積 所 2.42 2.42 寄付による取得・用途廃止

（仮称）二枚橋焼却場跡地 3,700.91 帰属による取得

緑 地 ・ 公 園 889.32 寄付・帰属による取得

法 定 外 公 共 物
［ 水 路 ・ 道 路 ］ 敷 地

東 小 金 井 駅 北 口
土 地 区 画 整 理 事 業 用 地 1,029.00 売買による取得

環 境 配 慮 型 住 宅 用 地 200.00 売買による取得

小 計 5,935.48 2.42

普通
財産

塵 芥 集 積 所 跡 地 2.42 2.42 用途廃止・払下げ

合　　　　　　　計 6,741.53 924.18

803.63 919.34 用途変更・払下げ

小 計 806.05 921.76
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面　積 構成比 面　積 構成比
対前年
度　比

面　積 構成比
対前年
度　比

4,600.22 2.9 3,819.96 2.4 83.0 3,810.44 2.3 99.8

151,962.24 97.1 152,736.11 97.6 100.5 162,642.98 97.7 106.5

156,562.46 100.0 156,556.07 100.0 100.0 166,453.42 100.0 106.3

0.00 0.0 0.00 0.0 0.0 0.00 0.0 0.0

0.00 0.0 0.00 0.0 0.0 0.00 0.0 0.0

0.00 0.0 0.00 0.0 0.0 0.00 0.0 0.0

4,600.22 2.9 3,819.96 2.4 83.0 3,810.44 2.3 99.8

151,962.24 97.1 152,736.11 97.6 100.5 162,642.98 97.7 106.5

156,562.46 100.0 156,556.07 100.0 100.0 166,453.42 100.0 106.3

増 減

0.01

6.11

3.42

1,566.53

8,800.94

38.88

31.67

40.67

0.01

21.27

44.69

2,573.05

11,512.30 1,614.95

誤謬訂正

（仮称）二枚橋焼却場跡地 帰属による取得

東児童館・たまむし学童保育所

本 町 小 学 校

東 小 学 校

第 四 小 学 校 解体

増築

増築

　イ　建　物

　　　建物について、その動向をみると、次のとおりである。

（単位：㎡、％）

　　　　区　分

　項　目

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度

行
政
財
産

木 造

非 木 造

小　　計

普
通
財
産

木 造

非 木 造

小　　計

誤謬訂正

合

計

木 造

非 木 造

合　　計

建物は、１６６，４５３．４２㎡で、前年度に比べて９，８９７．３５㎡（木造９．５２㎡の減、

　　　非木造 ９，９０６．８７㎡の増）の増となっている。 

小 金 井 市 民 交 流 セ ン タ ー

　　　その内訳は、次のとおりである。

（単位：㎡）

区　　　　　　　　　　　　　　　分 説　　　明

行政財産

木　　造

さ く ら な み 学 童 保 育 所 誤謬訂正

み な み 学 童 保 育 所

　　　決算年度中の増減はない。

あ か ね 学 童 保 育 所 誤謬訂正

非木造

庁 舎 （ 貫 井 北 町 分 室 ） 解体

さ わ ら び 学 童 保 育 所 誤謬訂正

緑 地 ・ 公 園 新築

　エ　無体財産権

決算年度末現在高は９件であり、その内訳は著作権８件（小金井市誌６件、記録映画１件、

　　小金井市議会史１件）、商標権１件（こきんちゃん商標権）である。 

　　　決算年度中の増減はない。

建築工事完了に伴う
原始取得

合　　　　　　　　　　　　　　　計

　ウ　物　権

　　　決算年度末現在高８９７．０９㎡の内訳は、福祉会館の地上権である。
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　　　である。決算年度中の増減はともに３１５，０００円で、前年度末比の増減はない。

（４）　基　　金

（３）　債　　権

　　　　決算年度末現在高は、８００万円で、これは、社会福祉協議会緊急福祉資金貸付原資貸付金

（２）　物　　品

　　キ　その他前各号に掲げる以外の財産

　　オ　有価証券

　　カ　出資による権利

決算年度末現在高は、８００万円で、これは、社会福祉協議会緊急福祉資金貸付原資貸付金で

ある。

決算年度末現在高は、２，３８５万３，０００円で、内訳は、（財）体育協会法人化事

業出資金５００万円、土地開発公社出資金５００万円、東京しごと財団出捐金４００万円、

東京都農林水産振興財団出捐金１３７万円、（財）暴力団追放運動推進都民センター出捐金

４６８万３，０００円、地方公共団体金融機構出資金３８０万円となっている。

取得価格１件５０万円以上の備品の決算年度末現在高は、９００台で、前年度に比べて増

４１台、減６３台で、総数は、前年度と比べると２２台の減である。

増・減の主なものは、計算機６増、ルームクーラー５減、冷暖房機５増２７減、放送装置２増

４減、ガス立体炊飯器６増、給食用ボイラー２増３減である。

施設建築物の一部を取得する権利２，５７３．０６㎡（６，０４２．０７㎡のうち持分

０．４２５８５７）が、皆減となっている。

決算年度末現在高は、１，１００万円で、内訳は、㈱ジェイコム東京株券１，０００万円及

び東京フットボールクラブ㈱事業出資金１００万円である。

決算年度中の増減はない。

決算年度末（平成２３年３月３１日）現金の現在高は、５６億２，４３５万４，６１０円で、

前年度に比べて２億８，６１９万１，７４６円の減となっている。

現金において増減の主なものは、財政調整基金２８億１４５万５，９４０円の増、２７億円

の減、職員退職手当基金７億２２万５，６５８円の増、８億５，０００万円の減、みどりと公

園基金４億１，３８０万６，２４７円の増、５億６，５９０万円の減である。

債権において増減の主なものは、財政調整基金１４億５，０００万円の増、４億円の減、環

境基金４億２，０９１万３，０００円の増、２億７，２００万円の減である。
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前年度末 決算年度末

現 在 高 増 減 現 在 高

現　金 2,035,931,473 2,801,455,940 2,700,000,000 2,137,387,413

債　権 400,000,000 1,450,000,000 400,000,000 1,450,000,000

現　金 509,163,775 700,225,658 850,000,000 359,389,433

債　権 100,000,000 0 100,000,000 0

現　金 152,209,529 47,148,258 0 199,357,787

債　権 47,000,000 50,000,000 47,000,000 50,000,000

保 養 施 設 建 設 基 金 現　金 21,757,070 21,135 0 21,778,205

文 化 セ ン タ ー 建 設 基 金 現　金 341,154,466 331,431 0 341,485,897

地域センター等建設基金 現　金 95,342,536 92,623 0 95,435,159

現　金 105,737,375 129,970 18,230,000 87,637,345

債　権 35,000 150,000 35,000 150,000

現　金 252,770,811 200,152,310 250,000,000 202,923,121

債　権 200,000,000 100,000,000 200,000,000 100,000,000

現　金 631,627,975 265,474,964 365,082,374 532,020,565

債　権 165,000,000 0 165,000,000 0

現　金 409,875,779 413,806,247 565,900,000 257,782,026

債　権 13,621,832 7,526,443 13,621,832 7,526,443

現　金 43,525,282 3,301,421 0 46,826,703

債　権 3,258,000 3,236,400 3,258,000 3,236,400

現　金 15,804,023 10,014,125 11,497,000 14,321,148

債　権 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

土 地 開 発 基 金 現　金 65,284 38 0 65,322

現　金 472,911,026 272,547,614 2,400,000 743,058,640

債　権 272,000,000 420,913,000 272,000,000 420,913,000

現　金 193,404,552 140,878,326 334,100,000 182,878

債　権 140,658,109 125,000,000 140,658,109 125,000,000

現　金 5,570,000 430,000 0 6,000,000

貸付金 430,000 0 430,000 0

介 護 給 付 費 準 備 基 金 現　金 603,316,249 900,798 45,908,170 558,308,877

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費
等 貸 付 基 金

現　金 5,000,000 0 0 5,000,000

介 護 従 事 者 処 遇 改 善
臨 時 特 例 基 金

現　金 15,379,151 14,940 0 15,394,091

現　金 5,910,546,356 4,856,925,798 5,143,117,544 5,624,354,610

債　権 1,351,572,941 2,166,825,843 1,351,572,941 2,166,825,843

貸付金 430,000 0 430,000 0

　　各基金の決算年度末（平成２３年３月３１日）現在高は、次のとおりである。

（単位：円）

基　　　金　　　名 区　分
決 算 年 度 中

財 政 調 整 基 金

合　　　　　　計

職 員 退 職 手 当 基 金

庁 舎 建 設 基 金

地 域 福 祉 基 金

都 市 再 開 発 整 備 基 金

鉄道線増立体化整備基金

み ど り と 公 園 基 金

市 営 住 宅 整 備 基 金

教 育 施 設 整 備 基 金

環 境 基 金

国民健康保険事業運営基金

国 民 健 康 保 険 高 額
療 養 費 等 貸 付 基 金
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　　　決算年度末における基金の額６００万円の内訳は、現金６００万円、貸付金償還未済額

　　はない。

　　　運用状況をみると期中貸付はなく、前年度末現在、償還未済額となっていた貸付金１件

　　４３万円が返済されたため、現金４３万円が増額となり、貸付金は０円になった。

　　　基金の回転率（貸付総額÷基金額）は、０回で、前年度に比べて０．９４回の減となって

　　いる。

　　　回収率（返済額÷貸付総額×１００）は、前年度１０７％でであったが、今年度の貸し付け 

　　はない。

　２　小金井市土地開発基金

決算年度末における基金の額は、現金６万５，３２２円で、決算年度中に３８円の増

　　となっている。

　３　小金井市高額介護サービス費等貸付基金

決算年度末における基金の額５００万円は、すべて現金となっている。決算年度中の

　　増減はない。

第３　基金の運用状況

　1　小金井市国民健康保険高額療養費等貸付基金
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第４ 審査の結果 

 

１ 計数の確認 

審査の対象となった各会計決算等は、関係書類、帳票及び証拠書類と照合

した結果、計数に誤りは認められなかった。 

また、基金の運用状況についても、決算の計数に誤りは認められなかった。 

 

２ 決算残額の確認 

  歳入歳出の決算残額及び基金の決算年度末現在高は、預金通帳と照合し、

合致していることを確認した。 

 

３ 審査所見 

  決算審査の結果、おおむね適正に処理されていることが認められた。な

お、改善又は検討を要する事項について、以下若干の所見を述べることと

する。 

 

⑴ 総 括 

内閣府の平成２２年度年次経済財政報告には、「２００８年９月のリーマ

ンショックから２年近くが経過した。この間、我が国経済は、世界的な経済

危機を背景に大幅に悪化した後、２００９年春頃を底に持ち直しを続けてい

る。２０１０年に入ると、企業収益が改善し、家計所得にも底堅さが見られ

るようになったが、民間需要を中心とした自律的回復には至っていない。一

方で、危機の爪あとは大きい。経済活動水準が依然として低いこともあって、

デフレや厳しい財政状況といった重荷を背負ったままの持ち直しとなって

いる。」とある。また、平成２３年３月１１日の東日本大震災は、国民生活

と日本経済に多大な影響を及ぼしている。    

このような状況下、小金井市の平成２２年度の一般会計・各特別会計の決

算を見ると、実質収支は一般会計が１０億６８３万円の黒字、特別会計では、

国民健康保険特別会計が７８５万円、下水道事業特別会計が１，４０７万円、

介護保険特別会計が７，８０４万８千円、後期高齢者医療特別会計が３３３

万８千円といずれも黒字となり、一般会計と特別会計を合わせ１１億１，０

１３万６千円の黒字となった。 

  また、単年度収支では、一般会計が５億３，８２３万５千円の赤字、特

別会計では、国民健康保険特別会計が２億１，６０６万４千円の赤字、下

水道事業特別会計が６４５万２千円の黒字、介護保険特別会計が４６２万
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５千円の赤字、後期高齢者医療特別会計が１，０５０万１千円の赤字とな

っている。なお、平成１９年度の制度廃止後、精算等のため３年間設けて

きた老人保健医療特別会計については、平成２２年度をもって廃止となっ

た。 

一般会計の歳入決算額は、３９１億９，９２５万６千円で、前年度対比１.

０％の増となった。 

増となった主なものを款別に見ると、繰入金、国庫支出金、都支出金、分

担金及び負担金などである。 

  増となった主な要因は、繰入金については、都市再開発整備基金繰入金

が減となる一方、財政調整基金繰入金、鉄道線増立体化整備基金繰入金が

増となったことによる。 

  国庫支出金については、地域活性化・経済危機対策臨時交付金が減、地

域活性化・公共投資臨時交付金が皆減となったが、生活保護費等負担金が

増、子ども手当負担金が皆増になったことによる。 

都支出金については、主要地方道１５号線整備事業委託金が減となったが、

緊急雇用創出事業臨時特例補助金が増、子ども手当負担金が皆増になったこ

とによる。 

  分担金及び負担金については、二枚橋衛生組合解散に伴う承継事務負担

金が皆増になったことによるものである。 

  一方、減となった主なものは、市税、市債、諸収入などである。 

  減となった主な要因は、市税については、固定資産税が分譲住宅やマン

ションの建設等により増となったものの、個人市民税が給与所得者の所得

に企業業績の悪化が反映したことにより減となったことなどによる。 

  市債については、臨時財政対策債の発行が増になったものの、建設事業

債が減になったことによる。 

  諸収入は、生活保護費都負担金追加交付金、コンビニ交付導入推進支援

事業助成金が皆増となったが、東京都十一市競輪事業組合益金が減、東京

都六市競艇事業組合益金、二枚橋衛生組合解散に伴う清算金が皆減となっ

たことによるものである。 

  歳出の決算額は、３８０億２，２５４万５千円で、前年度対比２．１％

の増となっている。 

  歳出を性質別分類（普通会計ベース）から見てみると、義務的経費は、

１７７億５，４３２万円で、前年度に比べ１２．６％の増となっている。 

主な要因は、扶助費が７４億３，４７６万６千円で３１．８％の増、人件

費が７５億６，７４４万３千円で１．３％の増となったほか、公債費が２７

億５，２１１万１千円で３．５％の増となったことによるものである。 
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  また、投資的経費は、４８億３，５５７万４千円で前年度対比７．３％

の減となっている。 

この主な要因は、武蔵小金井駅南口再開発事業関連経費、民間保育所改修

費等補助金が増、梶野公園整備工事請負費、本町小学校運動場芝生整備工事

請負費が皆増となったが、都市計画道路３・４・１２号線整備事業関連経費、

主要地方道１５号線用地取得費及び物件補償費が減、さわらび・まえはら学

童保育所建替工事請負費が皆減となったことによる。 

  代表的な財政指標を見ると、財政力指数は１．１２０で前年度対比０．

０３８ポイントの減、実質収支比率は４．９％で２．２ポイントの減、公

債費比率は７．７％で０．４ポイントの増となっている。また、財政構造

の弾力性を示す経常収支比率は、前年度の９３．４％から３．３ポイント

増の９６．７％となり、分母から臨時財政対策債等の特例債を除いた場合

は、９９．５％から１０４．１％となった。 

その主な要因は、算定式の分母となる経常一般財源等は、臨時財政対策債、

固定資産税が増となったものの、個人市民税の大幅な減等により減尐となっ

た一方で、分子となる経常経費充当一般財源等は繰出金が減となったものの、

扶助費や公債費の増等により増加となったことによる。 

また、本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）と

されている人件費比率は、１９．９％で前年度対比０．２ポイントの減で初

めての１９％台になった。 

景気は、このところ上向きの動きがみられると見込まれているが、本市の

行財政運営は、経済の低成長や円高等による先行き不透明な経済状況により

市税収入等歳入の大幅な増加が期待できないことに加えて、歳出面でも社会

保障関連経費の自然増、最重要課題である新ごみ処理施設や新庁舎等施設の

計画的な整備、武蔵小金井・東小金井両駅の周辺整備、東日本大震災を教訓

とした対策等、多額の財源を必要とする課題が山積しており、今後とも厳し

い状況が続くことは明らかである。 

さまざまな行政需要を実現し、第４次基本構想・前期基本計画の計画的推

進を図るためにも、今後ともより効果的・効率的な予算執行に向けた取組を

求めるものである。 

 

⑵ 個別事項  

ア 住民票等の委託窓口制度について 

平成２３年度から、コンビニエンス・ストア（以下「コンビニ」という。）

での住民票等の交付サービスが開始された。本サービスは、住民基本台帳カ

ード（以下「住基カード」という。）にサービス利用のための機能（多機能
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端末機利用機能）を付加することにより、年末年始を除いた毎日、６時３０

分から２３時まで全国で住民票と印鑑登録証明書が取得できるというもの

である。 

このようなサービスが開始された中で、現在行っている委託窓口証明交付

事務については、早急に廃止すべきと考える。平成２２年度中の委託窓口で

の取扱い件数を見てみると、３軒の委託窓口店合計で１９３件の取扱いがさ

れ、これに対し１６万円余の委託料が支出されており、１件あたり平均約８

３０円の経費がかかっている。 

住民票等のコンビニ交付サービスについては、市報やホームページ以外で

もポスター等で積極的にＰＲするなどして利用者を増やすことにより、業務

改善にもつながると考える。今年度中の委託窓口制度の廃止を要望する。 

 

イ 郵送による証明書等の交付手数料について 

  市では、住民票や印鑑登録証明のほか、各種証明書類の大半を２００円

の手数料にて交付している。この手数料は、市役所窓口での交付、住基カ

ードによるコンビニ交付、さらには郵送による交付であっても、一律とな

っている。 

郵送による交付は開封や発送などに手間（人件費）がかかるため、多摩

２６市では半数近くの市が手数料を高く設定している状況にある。したが

って、郵送による交付手続きについては、作業量に見合った手数料とする

ことを検討されたい。 

 

ウ 時間外勤務の増について 

時間外勤務の増については、平成１６～１９年度の決算審査において毎年

度、指摘をしたところであるが、その後、職員課で時間外勤務抑制小委員会

等を立ち上げ、新たに策定した「時間外勤務削減緊急行動計画」に基づき、

ノー残業デー・一斉退庁日の徹底を図るための職場巡視の実施や時間外勤務

伺及び命令書の決裁の徹底などの対策を講じてきたところである。 

  これらの成果もあり、市全体で平成１９年度には１２，８７２時間、平

成２０年度には８，７８３時間の減となったが、平成２１年度以降、再び

増加に転じ、平成２２年度については前年度対比１１，２９５時間増の１

１３，７３２時間となった。   

  特殊な事情があり、時間外勤務が増加せざるを得ない部署もあるが、率先

して範を垂れるべき職員課の時間外勤務が増加時間、増加率とも最も高く、

課全体で３，０４３時間増の４，８００時間となっている。 

  これでは、ワーク・ライフ・バランスの点からも職員の健康保持の点か
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らも大いに問題があると言わざるを得ない。 

  職員数の削減については、かなりの成果をあげているが、一方で、一人

当たりの業務密度が増し、健康を害する職員が出ていると聞く。職員が健

康を害し病気休暇となれば、他の職員の時間外勤務が増加し、また、別の

職員が健康を害するという悪循環を生じさせることにもなりかねない。 

  職員課としては、時間外勤務削減のための更なる方策を検討するととも

に、必要な部署には適正な人的配置を行うよう要望する。 

 

エ 学校施設等破損事件に係る賠償金について 

平成１６年１２月末、小金井第一小学校及び小金井第二中学校において、

８１万９千円相当の窓ガラス等が破損されるという事件が起き、尐年３人の

関与が判明した。その後、平成１７年４月２７日に保護者との和解が成立し、

平成１７年度中に分割で賠償金を支払うこととされた。平成１８年度第１回

定期監査で、３人中１人は和解内容どおり平成１８年２月１０日に賠償金７

万１，０５０円の納付に至ったものの、他の２人については一部納付がある

のみであることを指摘し、法的措置を含めた明確な対応を求めた経緯がある。 

  その後の市の対応で、２人のうち１人は平成２１年３月２７日までに賠

償金４２万９，６２５円を納付したが、他の１人は賠償金３１万８，３２

５円のうち３万円の納付のみで残額２８万８，３２５円は未納のままであ

る。当該未納者は都外に転出しており、平成２０年７月４日付けで支払催

促文書を郵送したが、相手からの反応は未だないとのことである。 

  市がこの支払催促文書の送付以降、長期にわたって何ら対応をとってい

ないことは、市の債権管理上、さらには納付した者との公平性の点からも

大変遺憾である。今後、行政においてかかることのないように十分留意さ

れたい。 

 

オ 都市整備部資材置場の特殊車両について 

新小金井駅の北側にある都市整備部資材置場には、穴掘建柱車及びショベ

ルローダーの特殊車両が各１台あるが、稼働日数がそれぞれ年間２８日及び

４２日と、使用頻度が低い。 

市の道路工事はほとんどが委託で市は簡易な道路修繕のみ行っているが、

その際、発生する産業廃棄物を資材置場に集積している。ショベルローダー

は、ある程度の量に集積された産業廃棄物を処理業者に引き渡す際、処理業

者のトラックへの積み込み時に使用しているという。よって、資材置場内で

稼働させるのみで走行距離が極めて尐ないこともあり、平成２２年度の燃料

補充はゼロであった。一方で点検修繕料や自賠責保険等で５６万円余の経費
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がかかっており、稼働実績から見て高額な経費と言わざるを得ない。 

  処理業者にトラックへの積み込みを含めて委託とした場合の経費と市が

従前どおりショベルローダーを使っての作業をした場合の経費を比較・検

討し、早急に必要な措置をとるよう要望する。 

 

カ 下水道使用料の減免規定について 

市では、生活保護の生活扶助受給者や児童扶養手当受給者等に対して基本

使用料の減免を行っているほか、身体障害者手帳所持者や６５歳以上の者の

みの世帯等で前年度の市民税所得割が非課税である場合などに、下水道使用

料の５０％を翌年度に還付している。 

  また、野菜や魚介類小売業、日本・中華そば店、豆腐製造小売業、理・

美容業などの営業者に対し、４０㎥を超え２００㎥以下の排出量について

１㎥につき１０円を減免している。 

  生活扶助受給者等の基本使用料減免については、水道料金の減免と共通

しており、多くの市が実施しているところだが、それ以外の減免について

は数市しか実施していない。また、使用料の５０％減免という内容は、い

くら使っても減免するというものであり、疑問である。今後、減免の廃止

を含めた見直しを図るよう求める。 

また、一度申請すれば、次年度以降、申請をしなくても市職員が課税状況、

世帯状況等の調査をした上で減免措置を講じ続けているが、本来、減免を希

望する者が自ら必要書類を添付の上、年度ごとに申請すべきものと考える。

早急にその申請方法を改めるよう要望する。 
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平成２２年度小金井市財政健全化審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の期間 

  平成２３年７月２５日から平成２３年８月２２日まで 

 

２ 審査の対象  

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項に規定する健全化

判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比

率）及び同法第２２条第１項に規定する資金不足比率について、平成２２年

度決算を対象に審査を実施した。 

 

３ 審査の手続 

  審査に付された４つの健全化判断比率及び資金不足比率について、その算

定の基礎となった事項を記載した書類が、関係法規等に基づいて調製されて

いるかを照合、確認するとともに、関係課から説明を聴取し、審査を行った。 

 

第２ 審査の結果 

 

１ 健全化判断比率 

  ４つの各指標については、計数に誤りは認められず、その算定の基礎とな

った事項が記載されている書類は、いずれも適正に調製されていると認めら

れた。 

  また、健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準数値以下であり、健全

な範囲内といえる。 

 

２ 資金不足比率 

  資金不足比率については、計数に誤りは認められず、その算定の基礎とな

った事項が記載されている書類は、いずれも適正に調製されていると認めら

れた。 

  また、資金不足比率は、経営健全化基準数値以下であり、資金不足は生じ

ていない。 
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３ 総括的意見 

  平成２２年度決算では、財政の健全化に関する法律に示されている健全化

判断比率及び資金不足比率については、いずれも基準数値以下であった。 

  しかしながら、市債現在高が約２９１億円で、このうち将来の世代への負

担の先送りともいえる臨時財政対策債は約９８億円になっており、財政運営

は依然として厳しいものがある。 

  本市においては、最重要課題である新ごみ処理施設や新庁舎問題、武蔵小

金井・東小金井両駅の周辺整備、老朽化した公共施設の改修等、多くの財源

を必要とする課題が山積している。 

  このような状況の中、行財政改革をさらに推進し、引続き財政の健全化を

図るよう求めるものである。 
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健全化判断比率 

（単位：％） 

 
平成２２年度 平成２１年度 

健全化判

断 比 率 
早期健全化

基 準 
財 政 再 生 

基 準 
健全化判

断 比 率 
早期健全化

基  準 
財 政 再 生 

基  準 
実質赤字

比 率  － 
 

１２．４４ 

 

２０.００ 
 － 

 

１２．３３ 

 

２０.００ 

連結実質

赤字比率  － 
 

１７．４４ 

 

３５.００ 
 － 

 

１７．３３ 

 

４０.００ 

実質公債

費 比 率 
 

５．９ 

 

２５.０ 
 

３５.０ 

 

６．４ 

 

２５.０ 
 

３５.０ 

将来負担

比 率 
 

４３．３ 

 

３５０.０ 
 

 

４８．８ 

 

３５０.０ 
 

 ※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率の「―」は、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律等関係法令に規定された算定上において、実質赤字額、連結実質赤字

額がないことを表している。 

 ※ 基準を超えた場合には、財政健全化計画又は財政再生計画の策定等が義務づけら

れている。 

 

資金不足比率 

                                （単位：％） 

 平成２２年度 平成２１年度 

資金不足比率 経営健全化基準 資金不足比率 経営健全化基準 

下 水 道 事 業 

特 別 会 計 

 

   ― 

 

２０.０ 

 

   ― 

 

２０.０ 

※ 資金不足比率の「―」は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等関係法  

令に規定された算定上において、資金不足額がないことを表している。 

 ※  基準を超えた場合には、経営健全化計画の策定等が義務づけられている。 

 

 


